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前回審議会（ ８ ／２ ６ 開催） の振り 返り

資料２



第７ 回廃棄物審議会計画部会の主なご意見

前回審議会（ ８ ／２ ６ 開催） の振り 返り

都内廃棄物の将来推計 / 指標・ 計画目標の設定都内廃棄物の将来推計 / 指標・ 計画目標の設定

 指標については、 ゆく ゆく は日本国内の他都市や海外都市と の比較も 重要と なる 。 海外都市と の比較は、 国際的に見ても サーキュラー・ エコノ ミ ー

に関し て地域レ ベルでの把握は始ま ったばかり であり 、 ある 程度進捗が見えてき た段階で参照する 比較対象と し て使う こ と も 意識する と よ い

 全体的に、 比較的下流側に寄った指標設定と いう 印象。 こ れま で議論し た中には、 上流側にも 寄った施策がある ため、 今後は上流側の指標も 検討

し てはど う か。 ま た、 資源生産性指標については、 都の施策の特徴を踏ま え、 生産ベース だけでなく 消費ベース の指標も 検討する こ と が重要

 アド バイ ザーやコ ーディ ネータ など は、 案件によ り ス ケールが異なる こ と が想定さ れる ため、 支援件数だけでなく 案件の内容についても 見て

いく こ と が重要

 ５ つの計画目標のう ち、 「 家庭と 大規模オフ ィ ス ビルから のプラ ス チッ ク 焼却量削減」 が他の４ つと 比べて異質な印象。 審議会委員は、

焼却量削減は、 排出量削減と 再生利用量増加の両輪で進める こ と を理解し ている が、 一般都民から 見た時に、 なぜプラ ス チッ ク の「 排出量

削減」 ではなく 「 焼却量削減」 なのかが分かる よ う 説明を加える と よ い

 新し く 設定する 指標など、 計測上、 チャ レ ン ジする も のも ある と 思う が、 し っかり 検討し ていただき たい

 産業廃棄物の再資源化については、 建設廃棄物に加え、 上下水汚泥についても リ ンの再資源化等が始ま っており 、 一層の取組が重要

計画の着実な推進に向けて計画の着実な推進に向けて

 イ ノ ベーショ ンについては、 新技術も 大事ではある が、 ま ずは足下の確立し ている 技術を 活用し て再資源化を着実に進めていく こ と が重要

 イ ノ ベーショ ンについて「 関係主体と の連携」 と の記載がある が、 事業者目線では、 産学連携やス タ ート アッ プ企業など、 どう いっ た主体

と の連携を都が想定し ている のかが明確化さ れる と 取組が進みやすいのではないか

 統計データ については、 今把握し ている が、 今後把握ができ なく なっていく 数値が、 今後5年・ 10年の中では出てく る こ と も 想定さ れる 。

こ う し た点も 意識し て、 計画のし っかり と し たフォ ロ ーを行っていく こ と が重要
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１  我が国の資源利用と 環境制約等 1 

( 1)  資源利用 2 

我が国の資源利用の状況を見る と 、 2021（ 令和３ ） 年時点で年間約 14. 3 億ト ンの資源等を利3 

用し ており 、その約半数を輸入に依存し ている 。ま た、一度使用し た資源の再利用（ 循環利用）4 

量は約 2. 4 億ト ンである が、 こ れは年間に投入さ れる 資源等の約 16％にと どま っており 、 世界5 

の資源利用の動向に大き な影響を受ける 可能性がある 。  6 

一方で、 世界全体の資源消費量は増加を続けており 、 UNEP（ 国連環境計画） の推計では、 今後7 

も 生産や消費パタ ーン、 関連政策等が同様に推移する と 仮定し た場合、 2060（ 令和 42） 年にお8 

ける 世界の資源消費量は 2020（ 令和２ ） 年と 比較し て 1. 6 倍以上になる と 推計さ れている 。  9 

 10 

 11 

( 2) 資源制約 12 

原油や金属、 穀物等の各種資源は、 産出・ 生産国の政情不安や輸出制限、 需要増大、 自然災害13 

など、 様々な要因によ る 価格の不安定化リ ス ク を抱えており 、 各資源価格も 全体的に上昇傾向14 

にある 。  15 

ま た、 近年、 国際情勢等を背景に経済安全保障の観点でも 重要鉱物をはじ めと する 物資の安16 

定供給確保が叫ばれており 、 その一翼を担う 資源の国内循環の促進は重要性を増し ている 。  17 

 18 

日本のマテリ アルフ ロ ー（ 2021（ 令和３ ） 年）  世界の資源消費量の推移と 今後の見込み 

（ 出典） 令和６ 年版環境白書・ 循環型社会白書・ 生物多様性白書 （ 出典） IRB,GLOBAL RESOURCES  OUTLOOK 2024 

資源価格の推移（ 名目価格を加重平均し て指数化）  

（ 出典） IMF Primary Com modity Price - MacroMicro 
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( 3)  環境制約 1 

自然資本は人類の生存と 良質な生活に不可欠な存在である が、気候危機や生物多様性の損失、2 

資源産出・ 生産に伴う 環境影響などによ り 、 その安定性は大き な危機に直面し ている 。  3 

2024（ 令和６ ） 年の世界平均気温は産業革命以前と 比較し て初めて 1. 5℃を超える 上昇と なっ4 

たほか、 調査で確認さ れている 全動物、 植物のう ち約 25％の種が既に絶滅危惧の状況と なる な5 

ど 、 地球規模の環境負荷が著し く 増加し ている 。  6 

こ れら には大量生産・ 大量消費・ 大量廃棄型の社会シス テムが深く 関係し ており 、 カーボン7 

ニュ ート ラ ルやネイ チャ ーポジティ ブの実現に向けても 、 資源循環の取組の重要性は増し てい8 

る 。  9 

 10 

 11 

２  持続可能な資源利用に関する 国内外の主な動向 12 

( 1)  サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ー移行に向けた国際的な動き  13 

近年、 EUが様々な製品分野で再生材活用に係る 戦略・ 規制を発表し 、 国際市場ルールの形成14 

を主導する など、サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ー移行に向けた国際的な動き が急速に拡大し ている 。  15 

ま た、 プラ ス チッ ク を中心に、 グロ ーバル企業によ る 再生材活用に係る 自主的なコ ミ ッ ト メ16 

ント の動き も 活性化し ており 、 今後、 各企業の先導的な資源循環の取組を通じ 、 再生材の大幅17 

な需要拡大も 見込まれている 。  18 

( 2) サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ー移行に向けた国内動向 19 

国は 2024（ 令和６ ） 年８ 月、 循環型社会形成推進基本計画を６ 年ぶり に改定し た。 同計画で20 

は、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行を、 循環型社会の形成はも と よ り 、 気候変動対策や生21 

物多様性の保全、 産業競争力の強化、 経済安全保障等の諸課題への対処に貢献する ド ラ イ ビン22 

グフォ ース と し て、 国家戦略に位置付けている 。  23 

あわせて、 国は資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する 法律（ 以下「 再資24 

源化事業等高度化法」 と いう 。 ） の制定や、 資源の有効な利用の促進に関する 法律の改正、 太陽25 

光パネルのリ サイ ク ルに係る 法制化検討など、 資源循環の促進に関する 関係法整備を進める と26 

と も に、「 循環経済（ サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー） への移行加速化パッ ケージ」 を取り ま と める な27 

ど 、 推進体制の確保に向けた取組を加速し ている 。  28 

生物多様性損失に係る 各変化要因によ る 自然劣化の例 

（ 出典） IPBES（ 生物多様性及び生態系サービス に関する 政府間科学‐ 政策プラ ッ ト フォ ーム） 「 生物多様性と 生態系サービス に関する 地球規模評価報告書」  
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( 3)  カーボンニュ ート ラ ルに向けた動き  1 

国は 2025（ 令和７ ） 年２ 月、 I PCC（ 気候変動に関する 政府間パネル） をはじ めと する 国際的2 

な動向等を踏ま え、 新たに中長期的な温室効果ガス 削減目標を盛り 込んだ地球温暖化対策計画3 

を公表し た。  4 

都も 同年３ 月に公表し た新たな長期戦略である 「 2050 東京戦略」 において、 2035（ 令和 17）5 

年の新たな温室効果ガス 削減目標を設定し たと こ ろであり 、 カーボンニュ ート ラ ルに向けた国6 

内外の動き と 歩調をあわせつつ、 廃棄物部門においても 脱炭素化を強力に推進し ていく こ と が7 

求めら れている 。  8 

 9 

 10 

( 4)  SDGs の進捗状況等 11 

SDGs の各目標・ タ ーゲッ ト は、 地球規模の課題12 

に対し 、経済・ 社会・ 環境の三側面から 統合的に取13 

り 組み、 持続可能な社会の実現を目指すも のであ14 

り 、 資源循環・ 廃棄物処理も ゴール 12「 つく る 責15 

任 つかう 責任」 やゴール 13「 気候変動に具体的16 

な対策を」 など、 多く の項目に関係し ている 。  17 

国連の報告書では、SDGs の各タ ーゲッ ト のう ち、18 

軌道に乗っ ている も のは一部にと ど ま る と 警鐘を19 

鳴ら し ており 、都と し ても 、世界への貢献も 視野に20 

資源循環・ 廃棄物処理施策の更なる 底上げが必要21 

である 。  22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

東京都の新たな温室効果ガス 削減目標 

（ 出典） 2050 東京戦略 

持続可能な開発目標（ SDGs） の進捗状況 

（ 出典） 国連広報センタ ー「 持続可能な開発目標（ SDGs） 報告 2024」  
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

３  東京の資源循環・ 廃棄物処理を巡る 諸課題 14 

( 1)  東京の資源利用 15 

東京は他の道府県と 比較し て第三次産業の割合16 

が高い一方で、第一次産業や第二次産業の割合が少17 

なく 、 ま た、 都内で消費・ 利用さ れる 資源の多く は18 

都外で採取・ 生産さ れる など、東京の社会経済活動19 

は他地域から の移入資源に依存し ている 。  20 

こ う し たこ と から 、東京における 資源循環の取組21 

は、域内はも と よ り 、域外での資源利用に伴う 廃棄22 

物や温室効果ガス 等によ る 環境負荷の低減にも 貢23 

献し 得る と いう 特徴を持っており 、多く の資源を消24 

費する 資源の大消費地、東京の責務と し て、サプラ25 

イ チェ ーン全体を視野に入れ、持続可能な資源利用26 

への転換を強力に進めていく 必要がある 。  27 

 

Colum n  サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーについて 

サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ー（ 循環経済） は、 製品やサービス の生産段階から リ サイ ク ルや再利用を 

前提に設計する と と も に、 新たな資源の使用や消費を 最小限に抑え、 既存の資源の価値を 最大化する  

経済シス テムを指す。  

 

現在、 ISO（ 国際標準化機関） において循環経済に関する 規格の開発が進めら れており 、 今後こ れら

が国際規格と し て採用さ れる こ と で、 各国における 循環経済移行に関する ガイ ド ラ イ ンや評価方法の 

拠り 所と し ての役割が期待さ れている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バタ フ ラ イ ・ ダイ アグラ ム ＊
（ エレン・ マッ カーサー財団）  循環経済に関する 開発中の規格（ ISO59000 シリ ーズ）  

＊ 生物的サイ ク ルと 技術的サイ ク ルが組み合わさ り 、 限り ある 資源を循環さ せる 仕組みを 表す。 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ー

は、 再生可能資源（ 自然界において分解・ 再生が可能な資源） と 枯渇資源（ 自然界ではすぐ に分解でき ない資源） がそれ  

ぞれ循環する 仕組みを 構築する こ と を 目指し ている 。  

（ 出典） CPs（ サーキュ ラ ーパート ナーズ） ホームページ 
（ ISO/TC 323 日本国内委員会事務局） よ り 東京都作成 

（ 出典） ISO/TC 323 サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー活動紹介 

「 東京の最終需要」 のイ メ ージ 

（ 出典） ”The Carbon Em issions generated in a ll that w e consume” 

Colum n  サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーについて 

- The Carbon Trust, 2006 を参考に作成 



第１ 章 資源循環・ 廃棄物処理を取り 巻く 状況 

 

 

5 

( 2)  東京の人口動向 1 

最新の人口統計では、全国の 10％以上を占める 東京の総人口は 2030（ 令和 12） 年にピーク と2 

なり 、 地域別で見る と 、 区部が 2035（ 令和 17） 年に、 多摩・ 島し ょ 地域が 2025（ 令和７ ） 年に3 

それぞれピーク を迎える 見込みと なっている 。 ま た、 人口構成については、 今後、 年少人口及4 

び生産年齢人口が減少する 一方で、 老齢人口の増加が見込ま れている 。  5 

今後の施策展開に当たっては、 こ う し た人口動向を踏ま えつつ、 人口減少や高齢化、 労働の6 

担い手不足などの諸課題に対応し た効率的で効果的な廃棄物処理シス テムの確保を図っていく7 

必要がある 。  8 

 9 

 10 

( 3)  東京の都市活動・ 産業動向 11 

東京には人口に加え、 多く の企業や資金等が集積し ている ほか、 外資系企業や外国人旅行者12 

が多いなどの特色がある 。 こ れら を踏ま える と 、 東京が効果的な取組を展開し ていく こ と は、13 

日本全体の資源循環・ 廃棄物処理施策を牽引する 大き な可能性を有し ている 。  14 

 15 

東京都地域別総人口の推移 年齢階級別人口の推移 

（ 出典） 東京都政策企画局「 「 未来の東京」 戦略 附属資料 東京の将来人口」 （ 2024.8 改訂）  

東京の各種社会経済指標 

（ 出典） 東京の産業と 雇用就業 2024（ 東京都産業労働局）  
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( 4) コ ロ ナ禍を経た廃棄物を巡る 動向 1 

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症( COVI T-19)（ 以下「 コ ロ ナ」 と いう 。 ） への対処を通じ 、 都内の廃2 

棄物発生量にも 大き な影響が生じ た。 収集ごみ（ 主に家庭ごみ） は、 拡大初期である 2020（ 令3 

和２ ） 年にはいわゆる「 巣ごも り 」 の影響等で増加がみら れたが、 2021（ 令和３ ） 年以降は減少4 

し ており 、 2023（ 令和５ ） 年５ 月の５ 類感染症への移行後も 引き 続き 減少傾向にある 。  5 

持込ごみ（ 主に事業系ごみ） は、 事業活動が抑制さ れた 2020（ 令和２ ） 年前半に大幅に減少6 

し 、 ５ 類感染症への移行後も 、 テレ ワ ーク の普及やデジタ ル化の進展等も あり コ ロ ナ前よ り も7 

減少し ている 。  8 

  こ れら を踏ま えた一般廃棄物合計でも 、 発生量は減少傾向が継続し ている 。  9 

 10 

 11 

 12 

 13 

ま た、 コ ロ ナへの対処を通じ て、 社会様14 

式や人々の消費生活行動、意識のあり 方な15 

ど 、様々な領域においても 大き な変化が生16 

じ た。  17 

５ 類感染症への移行から ２ 年余り が経18 

過し 、社会は徐々にコ ロ ナ前の状態に戻り19 

つつある も のの、今後の施策展開に当たっ20 

ては、コ ロ ナ禍を経て定着し た行動や価値21 

観の変容など も 踏まえつつ、効果的な対策22 

を講じ ていく 必要がある 。  23 

 24 

 25 

都内可燃収集ごみ処理量の変化 

（ 出典） 東京都清掃事業年報よ り 東京都環境局作成 

都内可燃持込ごみ処理量の変化 

５ 類感染症への移行後における 行動変容の継続希望 

（ 出典） 第 6 回新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の影響下における 生活意識・ 行動の変化に関する  

調査（ 内閣府 2023.5）  
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４  廃棄物処理業界を取り 巻く 状況 1 

( 1) 安定的な処理体制の確保・ 動脈分野と の連携 2 

廃棄物処理業において、労働災害の発生頻度が低減傾向を示すなど、改善が見ら れる も のの、3 

仕事がき つく 、 厳し い暑さ の中にあっても 収集作業が止めら れないなど、 業務の特殊性等も あ4 

り 、 担い手不足は深刻な状況にある 。 ま た近年、 社会問題化し ている リ チウ ムイ オン電池の発5 

火事故も 安定的な廃棄物処理シス テムの確保を妨げている 。  6 

廃棄物処理業は廃棄物の適正処理に加え、 資源循環の取組の根幹を成す重要な役割を担って7 

おり 、 今後は強靭で安定的な処理体制の確保を進める と と も に、 サプラ イ チェ ーン全体での資8 

源循環の促進に向けて、 製造業をはじ めと する 動脈分野と の連携も 図り ながら 、 質と 量を確保9 

し た再生資源の供給を拡大する 取組を進めていく こ と が必要である 。  10 

 11 

 12 

 13 

( 2)  廃棄物処理業界を取り 巻く 状況（ Ｄ Ｘ ）  14 

廃棄物処理業界は収集運搬業、 処分業と も に労働集約型の事業運営が多い状況にある 。 業界15 

のデジタ ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン（ 以下「 Ｄ Ｘ 」 と いう 。 ） はサーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーや16 

処理の高度化・ 強靭化に寄与する と と も に、 担い手不足や働き 方改革への対応にも 貢献する も17 

のであり 、 動脈分野と 連携し て取組を推進し ていく 必要がある 。  18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

  27 

各業種における 度数率（ 労働災害の発生頻度） の推移 廃棄物処理業における 人材確保等の状況 

（ 出典） 産業廃棄物処理業における 労働災害の発生状況 （ 出典） 令和２ 年度産業廃棄物処理業における 多様な人材の確保に 

（ 公益社団法人全国産業資源循環連合会）  関する 調査結果概要（ 環境省）  

処理施設へのＩ ｏ Ｔ ・ Ａ Ｉ 技術導入 動静脈連携に係る 情報共有の状況 

（ 出典） 「 産業廃棄物処理業者における DX 推進実態に関する 調査」 (2021.10、 廃棄物処理・ リ サイ ク ル IoT 導入促進協議会等）  
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５  自然災害への備え 1 

 2 

近年、 気候変動等に起因する 豪雨や台風が頻発し 、 首都圏にも 風水害を引き 起こ し ている ほ3 

か、 マグニチュ ード ７ ク ラ ス の首都直下地震が今後 30 年以内に 70％の確率で発生する こ と も4 

想定さ れている 。 2024（ 令和６ ） 年８ 月には、 政府によ り 南海ト ラ フ地震臨時情報（ 巨大地震注5 

意） が発報さ れたこ と も 記憶に新し い（ 同年８ 月８ 日発表、 同 15 日解除） 。  6 

都は都内自治体と の連携のも と 、 令和６ 年能登半島地震において災害廃棄物処理にかかる 仮7 

置場の設置・ 運営や、 公費解体、 鉄道コ ンテナを活用し た広域処理等についての支援を実施し8 

たと こ ろである 。 こ う し た支援経験も 踏ま えつつ、 災害廃棄物処理体制の強化や廃棄物処理シ9 

ス テムの強靭化など、 来たる べき 自然災害への備えを的確に講じ ていく 必要がある 。  10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

首都直下地震の発生確率 

（ 出典） 東京都の新たな被害想定～首都直下地震等によ る 東京の被害想定～ 
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１  計画の基本的な考え方と 目指すべき 方向性 1 

( 1)  東京都資源循環・ 廃棄物処理計画の位置付け 2 

東京都資源循環・ 廃棄物処理計画（ 以下「 当計画」 と いう 。 ） は、 廃棄物の処理及び清掃に関3 

する 法律（ 昭和 45 年法律第 137 号。 以下「 廃棄物処理法」 と いう 。 ） 第５ 条の５ の規定に基づ4 

き 策定する 計画である 。  5 

ま た、 当計画は、 2050 東京戦略（ 2025（ 令和７ ） 年３ 月策定） 及び東京都環境基本計画（ 20226 

（ 令和４ ） 年９ 月策定） で掲げる 個別分野の計画であり 、その主要な方向性を示すも のである 。  7 

( 2)  計画の期間等 8 

当計画の計画期間は、 2026（ 令和８ ） 年度から9 

2030（ 令和 12） 年度ま での５ 年間と する 。 ま た、10 

2050（ 令和 32） 年度の東京の将来像を視野に入れ11 

つつ、 2035（ 令和 17） 年度を想定し た中期的な施12 

策展開の方向性についても あわせて提示する 。  13 

 14 

( 3)  こ れま での計画の変遷と 当計画のコ ンセプト  15 

都は、2016（ 平成 28） 年３ 月に策定し た資源循環・ 廃棄物処理計画において、2030（ 令和 12）16 

年に向けた資源循環施策の方向性を提示する と と も に、 持続可能な資源利用への転換に向けた17 

取組を本格的に開始し 、2021（ 令和３ ） 年９ 月に策定し た資源循環・ 廃棄物処理計画において取18 

組の深化を図ってき たと こ ろである 。  19 

当計画において、 都は、 新たに 2035（ 令和 17） 年のビジョ ンと 中期的に取り 組むべき 施策展20 

開の方向性を提示し ており 、 こ れも 踏ま え、 静脈分野から サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行21 

を促進する 取組を軸に、 持続可能な資源利用の実現に向けた社会変革を加速する と と も に、 複22 

雑・ 多様化する 社会課題への将来を見据えた的確な対処のも と 、 廃棄物処理シス テムの更なる23 

充実強化を目指すべき である 。  24 

2050（ 令和 32） 年における 持続可能な資源利用の姿 
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( 4)  2035（ 令和 17） 年の目指すべき ビジョ ン 1 

2021（ 令和３ ） 年９ 月に策定し た資源循環・ 廃棄物処理計画では、 2030（ 令和 12） 年に向け2 

て東京の資源循環・ 廃棄物処理が目指すべき 姿と し て、「 東京が大都市と し ての活力を維持し 、3 

社会を発展さ せる ため、 持続可能な形で資源を利用する 社会の構築を目指すと と も に、 社会的4 

なコ ス ト や環境負荷を踏ま えた上で、 社会基盤と し ての廃棄物・ リ サイ ク ルシス テムの強化を5 

目指す」 こ と を掲げた。  6 

都は、 第１ 章で述べた資源利用や環境制約、 国内外の動向や東京の資源循環・ 廃棄物処理を7 

巡る 諸課題等を踏まえ、 2035（ 令和 17） 年に向けて、 「 資源の大消費地である 東京の責務と し8 

て、Ｃ Ｏ ２ 排出実質ゼロ にも 貢献する 持続可能な資源利用に向けた取組をサプラ イ チェ ーン全体9 

で推進し 、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行促進を図る と と も に、 社会課題に的確に対応す10 

る 資源循環・ 廃棄物処理シス テムの安定的な基盤の確保を目指し ていく 」 こ と と し 、 計画推進11 

に向けて各施策を展開し ていく べき である 。  12 

 13 

２  計画推進に向けた施策体系の全体像 14 

( 1)  計画を支える ３ つの柱と 10 の施策領域 15 

都は、 計画を支える ３ つの柱のも と 、 10 個の施策領域を設定し 、 今後都が展開する 施策強化16 

の方向性を提示する べき である 。 ３ つの柱と 各施策領域は以下のと おり であり 、 各施策領域の17 

詳細については、 第４ 章において後述する 。  18 

 19 

● 計画の柱① 資源ロ ス 削減と 循環利用の強化・ 徹底 20 

   地球規模での資源制約・ 環境制約が厳し さ を増す中、 持続可能な資源利用を推進する ため、21 

資源の効率的で長期的な利用や廃棄物の発生抑制（ リ デュ ース ） 、 再使用（ リ ユース ） の促進22 

などによ り 資源ロ ス を大幅に削減する と と も に、 なお廃棄さ れる も のについては再生利用（ リ23 

サイ ク ル） を誘導し 、 廃棄物の循環利用をこ れま で以上に徹底し ていく 。  24 

 25 

  ⇒ 施策領域１  重点対策分野における 包括的な資源循環施策の展開 26 

  ⇒ 施策領域２  ２ Ｒ （ リ デュ ース 、 リ ユース ） を基調と し たラ イ フス タ イ ルへの転換 27 

  ⇒ 施策領域３  廃棄物の循環利用の更なる 促進 28 

 29 

● 計画の柱② 持続可能な資源利用の実現に向けた社会変革の加速 30 

将来における 持続可能な資源利用の実現を目指すため、 こ れま で都が展開し てき た取 31 

組の一層の充実に加え、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行促進を軸に社会のあり 方を大き32 

く 転換し 、 多様な主体と の連携・ 協働のも と 、 仕組み・ 支援の両面から 社会変革の加速・ 進展33 

を促す取組を強力に推進し ていく 。  34 

 35 

 36 
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 1 

  ⇒ 施策領域４  資源循環の機運醸成と 時代に対応し た新たな仕組みづく り  2 

  ⇒ 施策領域５  多様な主体と の連携・ 協働の促進 3 

  ⇒ 施策領域６  持続可能な資源利用の主流化 4 

 5 

● 計画の柱③ 社会課題に対応し た強靭で安定的な廃棄物処理シス テムの確保 6 

人口減少をはじ めと する 社会構造の変化や自然災害への備え、 カーボンニュ ート ラ ルへの 7 

貢献など、 資源循環・ 廃棄物処理を取り 巻く 様々な社会課題への的確な対処を図り 、 持続可能8 

な資源利用の基盤を成す廃棄物処理シス テムの更なる 充実・ 強化を進めていく 。  9 

 10 

  ⇒ 施策領域７  社会構造の変化に対応し た廃棄物処理シス テムの更なる 充実・ 強化 11 

  ⇒ 施策領域８  資源循環・ 廃棄物処理の基盤を成す適正処理の確実な遂行 12 

  ⇒ 施策領域９  災害廃棄物対策の一層の推進 13 

⇒ 施策領域 10  廃棄物処理シス テムの脱炭素化と シナジー施策の展開 14 

 15 

 16 
当計画における 施策体系の全体像 
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１  指標の設定 1 

( 1)  指標設定の考え方 2 

都は、 持続可能な資源利用の実現に向けて今後展開する 各施策の進捗水準や、 東京における3 

資源の循環状況等を定量的に捕捉する ため、 指標を設定する べき である 。  4 

各指標は、 関連データ の取得や推計の容易性、 継続性等も 勘案し つつ、 原則と し て東京の資5 

源循環・ 廃棄物処理に係る 施策展開の総括的な方向性の把握に資する 項目を設定し 、 計画の３6 

つの柱ごと に設ける こ と と する べき である 。  7 

( 2)  当計画で設定する 指標 8 

上記の考え方を踏ま え、 持続可能な資源利用に向けた共通指標や、 第４ 章で示す重点対策分9 

野を中心と し た各施策の総括的な取組指標など、 以下の 28 項目の指標を設定する こ と と する 。10 

今後、 当計画に基づき 各施策の強化・ 進展を図る こ と によ り 、 各指標の数値向上等を目指し て11 

いく こ と が求めら れる 。  12 

なお、 各指標の現況等については、 巻末の参考資料に示す。  13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

当計画における 設定指標一覧 



第３ 章 指標と 計画目標 

 

 

13 

２  計画目標の設定 1 

( 1)  将来推計 2 

当計画は、 廃棄物処理法に基づき 策定する 廃棄物処理計画では、 廃棄物の発生量や処理量の3 

見込み、廃棄物の減量その他その適正な処理に関する 基本的事項を定める 必要がある ため、20304 

（ 令和 12） 年度及び 2035（ 令和 17） 年度における 都内の廃棄物について、 排出量、 再生利用量5 

（ 率） 及び最終処分量を推計する こ と と する 。  6 

将来推計に当たっては、 都の既往計画である「 プラ ス チッ ク 削減プロ グラ ム」 、「 東京都食品7 

ロ ス 削減推進計画」 及び「 2050 東京戦略」 、 区市町村及び一部事務組合が定める 基本計画で掲8 

げる 取組効果に加え、 当計画に基づき 今後強化・ 加速を図る 取組の施策効果等を勘案し 、 現行9 

の対策を強化し たケース を想定し 、 後年度推計を実施する 。  10 

なお、 将来推計の詳細については、 巻末の参考資料に示す。  11 

 12 

 13 

 14 

将来推計に当たり 設定し た施策効果一覧 

将来推計量（ 率） のま と め 
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( 2)  当計画で設定する 計画目標 1 

目標の設定と 明示は、東京のある べき 都市の姿を実現する ために、行政、都民、事業者等が、2 

それぞれどのよ う なゴールに向けて対応すべき かを示す、 広く 都民等が共有する 概念と し て重3 

要なも のである 。  4 

前述の各設定指標のう ち、 廃棄物処理法で規定する 基本的事項を踏ま え、 当計画で設定する5 

計画目標と し て、 一般廃棄物排出量、 一般廃棄物再生利用率及び最終処分量を選定し 、 当計画6 

に基づき 今後強化・ 加速を図る 取組の施策効果等を勘案し た将来推計の結果を踏ま え、2030（ 令7 

和 12） 年度及び 2035（ 令和 17） 年度の目標値を設定する 。 ま た、 関連計画で定めている 家庭と8 

大規模オフィ ス ビルから のプラ ス チッ ク 焼却量、 食品ロ ス 発生量の 2030（ 令和 12） 年度及び9 

2035（ 令和 17） 年度の目標値についても あわせて計画目標と し て位置付ける 。  10 

今後、 こ れら ５ つの計画目標について、 各年度における 進捗管理を行う と と も に、 当計画に11 

基づき 各施策の強化・ 進展を図る こ と によ り 、 目標の達成を目指し ていく こ と が求めら れる 。  12 

 13 

 14 

 15 

当計画で設定する 計画目標一覧 
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１  計画の柱① 資源ロ ス 削減と 循環利用の強化・ 徹底 1 

■ 施策領域１  重点対策分野における 包括的な資源循環施策の展開 2 

サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行に向け、東京の社会経済活動に伴い生産・ 流通・ 消費さ れ3 

る 素材・ 製品等のう ち、 廃棄物の発生量や環境影響、 社会課題への対処等の観点から 、 サプラ4 

イ チェ ーン全体を視野に入れ、 重点的に対策を講じ る べき ６ つの分野を設定し 、 その特性に応5 

じ た包括的な資源循環施策を展開し ていく べき である 。  6 

 7 

● 重点分野１  プラ ス チッ ク 資源循環の推進 8 

【 現状と 施策状況】  9 

都は 2019（ 令和元） 年 12 月に策定し た「 プラ ス10 

チッ ク 削減プロ グラ ム」 に基づき 、 先進的な事業者11 

等と 連携し た２ Ｒ・ 水平リ サイ ク ルに関する 新たな12 

ビジネス モデルの創出支援、自治体によ る 家庭のプ13 

ラ ス チッ ク の分別収集・ リ サイ ク ルの促進等の取組14 

を展開し ている 。こ れら の取組やプラ ス チッ ク 資源15 

循環法の施行によ り 、 都内のプラ ス チッ ク 資源循環の取組は着実に進展を見せている も の16 

の、 コ ロ ナへの対処なども あり 、 プラ ス チッ ク 焼却量は横ばいの状況にある 。  17 

【 施策を巡る 課題】  18 

プラ ス チッ ク の２ Ｒ を基調と し た社会への転換に向けた行動変容の促進、 資源循環に資19 

する ビジネス モデルの社会実装拡大、 国内外のプラ ス チッ ク 対策を巡る 動向への対処など、20 

プラ ス チッ ク 対策には多岐にわたる 課題が存在し ている 。  21 

都内における プラ ス チッ ク 焼却量の多く を占める 家庭系では、 区部を中心にこ れま で多22 

く の自治体で未実施だった分別・ リ サイ ク ルの実施に目途がついた一方で、 今後は、 実施済23 

自治体の回収状況を踏ま えた分別収集の強化・ 拡大が重要な課題である 。  24 

ま た、 オフィ ス 系については、 ３ Ｒ アド バイ ザー、 都庁舎でのボト ル to ボト ルやマテリ25 

アルリ サイ ク ルの率先行動、 水平リ サイ ク ル費用補助などを通じ て事業者の取組を促し て26 

いる も のの、 本格的な普及のためには、 更なる 取組の強化が必要と なっている 。  27 

【 施策強化の方向性】  28 

都が新たに設定し た 2035 年の焼却量削減目標（ 家庭と 大規模オフィ ス ビルから 排出さ れ29 

る 廃プラ ス チッ ク の焼却量を 50％削減） の達成に向け、 以下の取組を推進すべき である 。 な30 

お、 取組強化の方向性に関する 詳細を巻末付属資料に示す。  31 

施策の構築にあたっては、 ま ず、 プラ ス チッ ク 利用のあり 方を見直し 、 大幅な削減を目指32 

すと と も に、リ ユース やリ ペア等を基調と し た社会への移行に向けた取組を推進すべき であ33 

る 。 その上で、 発生し た廃プラ ス チッ ク については、 同等の素材に戻す水平リ サイ ク ルによ34 

り 循環利用を促進すべき である 。 ま た、 バイ オマス 資源利用や、 海ごみ対策等の汚染対策も35 

含め、 各種関連施策を総合的に推進し 、 持続可能なプラ ス チッ ク 利用を実現すべき である 。 36 

都内プラ ス チッ ク 焼却量の推移と 削減目標 
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・ 家庭系プラ ス チッ ク 資源循環の推進 1 

２ Ｒ を基調と し たラ イ フス タ イ ルへの転換に向け、２ Ｒ ビジネス 支援やリ ユース事業者と2 

自治体と の連携を促進する と と も に、 戦略的な広報展開を通じ て、 都民・ 事業者の行動変容3 

を一層促すべき である 。 その上で、 区市町村において、 粗大・ 不燃ごみ等の広域的な回収も4 

含め、 資源化率の向上に向けた更なる 支援が必要である 。 加えて、 製造・ 販売事業者によ る5 

自主回収の拡大に向けた取組を強化すべき である 。  6 

・ 事業系プラ ス チッ ク 資源循環の推進 7 

２ Ｒ ビジネス や水平リ サイ ク ルの社会実装に向け、 関係事業者等の連携・ マッ チング支援8 

の拡充、 プッ シュ 型でのアド バイ ス 強化も 通じ 、広域的・ 面的な導入を促進すべき である 。9 

ま た、建設廃棄物等を含むプラ ス チッ ク についても 、コ ーディ ネータ 派遣やト レーサビリ テ10 

ィ の確保等を通じ た資源循環を推進すべき である 。  11 

 12 

● 重点分野２  食品ロ ス ・ 食品廃棄物対策の推進 13 

【 現状と 施策状況】  14 

都は 2021（ 令和３ ） 年３ 月に「 東京都食品ロ15 

ス 削減推進計画」 を策定する と と も に、 食品ロ16 

ス 削減パート ナーシッ プ会議を通じ 、 施策検討17 

や協働し た取組を実施し ている 。 具体的には、18 

都内の食品ロ ス の多く を 占める 事業系ロ ス 対19 

策と し て、 小売業・ 外食産業を中心に、 好事例20 

の発信や先進技術の導入支援等の取組を 展開21 

し ている ほか、 冊子や動画、 見える 化サイ ト 等22 

を用いた消費者に対する 普及啓発や、 大学・ 業界団体等と 連携し た安心・ 安全な食品寄付ス23 

キームの検討等を行っている 。こ れら の取組によ り 、食品ロ ス 発生量を 2030 年度に 2000 年24 

度比半減する 計画目標を 2022（ 令和３ ） 年度時点で 10 年前倒し で達成し た。  25 

【 施策を巡る 課題】  26 

現状、都内の食品ロ ス 発生量は目標達成水準にある も のの、イ ンバウ ンド の急増やコ ロ ナ27 

後の外食産業の回復等によ り 2023 年度は事業系ロ ス がリ バウ ンド し ており 、 家庭系ロ スに28 

ついても 、 2017（ 平成 29） 年度以降、 増減はある も のの概ね横ばいで推移し ている 。  29 

食品寄付については、期限の短い日配品等の寄付は、短期間での利活用の調整が難し く 進30 

んでいない。 ま た、 都が長期的に目指す「 2050（ 令和 32） 年食品ロ ス 実質ゼロ 」 の実現に向31 

けては、 再生利用の取組も 重要である が、 家庭系は大半が焼却に回っており 、 事業系も 小規32 

模事業者の再生利用実施率が低調と いう 課題を抱えている 。  33 

【 施策強化の方向性】  34 

  都が新たに設定・ 強化し た食品ロ ス 削減目標（ 2030 年度 60％削減、 2035 年度 65％削減）35 

の達成に向け、 以下の取組を推進すべき である 。  36 

  37 

都内食品ロ ス 発生量の推移と 削減目標 

※2023 年度は速報値
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・ 食品ロ ス 対策の充実・ 強化 1 

食品ロ ス 対策の更なる 進展に向けて、「 東京都食品ロ ス 削減パート ナーシッ プ会議」 にお2 

ける 施策強化の方向性に係る 議論等を踏ま え、 更なる 多面的な施策展開を図っていく べき3 

である 。  4 

  削減対策の推進に当たっては、 第一に食品ロ ス を発生さ せない、 発生し ている も のは減5 

ら し ていく 「 発生抑制」 を最優先と し 、 様々な理由で不要になったが食べる こ と のでき る6 

食品は、必要な場所で可能な限り 「 有効活用」 を図り 、それでも やむを得ず発生する 食品ロ7 

ス は、 飼料化や肥料化等の「 再生利用」 に努めていく こ と が求めら れる 。  8 

家庭系については、食品ロ ス 量の見える 化やタ ーゲッ ト ごと の特徴等を捉えた普及啓発・9 

先進技術の利用促進等によ り 削減対策を推進すべき である 。  10 

事業系については、 業界団体と の連携等によ る 、 イ ンバウ ンド 対策を含めた外食におけ11 

る 食べき り ・ 食べ残し の持ち帰り 促進のほか、 先進技術の導入に向けた伴走型の支援等に12 

取り 組むべき である 。  13 

ま た、 事業者の寄付から 消費者が受け取る ま でのリ ード タ イ ム短縮につながる 地域密着14 

型の寄付の仕組みや、 食品廃棄物の再生利用促進に向けた、 コ ンポス ト 等を活用し たリ サ15 

イ ク ルルート の構築を推進すべき である 。  16 

 17 

● 重点分野３  SAF 普及拡大を通じ た資源循環の推進 18 

【 現状と 施策状況】  19 

近年、 SAF（ Sust ai nabl e Avi at i on Fuel 、 持続可能な航空燃料） は航空業界の脱炭素化に20 

資する も のと し て注目が集ま っており 、 国が掲げる 2030 年の航空燃料に対する SAF供給目21 

標量 10％に向け、 2025 年４ 月に国内初の大規模製造所（ 大阪府堺市） から の SAF供給が開22 

始し たほか、 全国で複数の大規模製造所の建設プロ ジェ ク ト が進行し ている 。  23 

都は脱炭素への貢献に加え、 資源循環の促進を図る ため、 SAFの原料と なる 廃食用油につ24 

いて、 東京 2025 世界陸上を契機と し た区市町村と の連携キャ ンペーン等を通じ て家庭用廃25 

食用油の回収拡大を推進し ている 。ま た、廃棄物から SAF原料と なる バイ オエタ ノ ール製造26 

に取り 組む事業者に対し 、 実現可能性調査について東京 23 区清掃一部事務組合と と も に支27 

援を行う 等の取組を実施し ている 。  28 

【 施策を巡る 課題】  29 

家庭から 排出さ れる 廃食用油は、現状そのほと んどが廃棄さ れている こ と から 、こ れを再30 

利用し て航空燃料にし よ う と いう 都民の行動変容を進める と と も に、 地域に身近な回収場31 

所を多く 確保し ていく こ と が重要である 。  32 

ま た、Ｓ Ａ Ｆ の原料と なる ポテンシャ ルを持つ廃棄物については、国内で廃棄物から バイ33 

オエタ ノ ールを製造する 小規模な実証事業が進めら れている も のの、 技術面やコ ス ト 面で34 

課題があり 、 商用化には至っていない。  35 

【 施策強化の方向性】  36 

・ SAF普及拡大を通じ た廃食用油や焼却さ れる 廃棄物の資源循環の促進 37 



第４ 章 主要施策の方向性 

 

 

18 

廃食用油の再生利用推進に向け、自治体によ る 分別収集や事業者によ る 店頭回収など回収1 

拠点の拡大を図り 、都民の行動変容を一層促進する と と も に、清掃一部事務組合と も 連携し 、2 

都内廃棄物を原料と する バイ オエタ ノ ール製造技術の社会実装に向けた取組を支援すべき3 

である 。  4 

 5 

● 重点分野４  バイ オマス 廃棄物の資源循環促進（ 事業者の取組）  6 

【 現状と 施策状況】  7 

都は大規模オフィ ス ビルや商業施設を対象に、区市町村8 

と 連携し 、 プラ ス チッ ク 、 紙類、 食品等の事業系廃棄物の9 

３ Ｒ 推進に向けたアウ ト リ ーチ施策である ３ Ｒ アド バイ10 

ザー事業を実施し ている 。ま た、一部企業では衣類や紙類、11 

食品廃棄物等の店頭回収を推進し ている ほか、商工団体と12 

リ サイ ク ル業界が連携し 、小規模事業所の資源回収シス テ13 

ム「 東商エコ リ ーグ」 等が展開さ れている 。  14 

【 施策を巡る 課題】  15 

事業者が事業活動に伴い排出する 廃棄物は、 その多く を紙類を はじ めと する バイ オマス16 

廃棄物が占めており 、 発生抑制やリ サイ ク ルにも 取組余地がある 。 ま た、 店頭回収などの事17 

業者によ る 自主回収や業界団体等が連携し た取組は、 バイ オマス 廃棄物の３ Ｒ ルート 多様18 

化に資する ため、 こ う し た取組の輪を拡大する こ と が重要である 。  19 

【 施策強化の方向性】  20 

・ 排出事業者における ３ Ｒ 行動の一層の促進 21 

３ Ｒ アド バイ ザー事業を通じ て事業者の取組状況やニーズに応じ た多様な支援を実施す22 

る と と も に、 紙類を中心に、 リ サイ ク ル可能な廃棄物が可燃ごみと し て排出さ れない仕組23 

みを検討する など、 排出事業者の３ Ｒ 行動を一層促進する べき である 。  24 

・ バイ オマス 廃棄物の３ Ｒ ルート 多様化 25 

バイ オマス 廃棄物の資源循環を促進する ため、 企業間の連携によ る 回収・ リ サイ ク ルの26 

促進や、 地域における 面的なリ サイ ク ルループの構築など、 ３ Ｒ ルート 多様化に向けた支27 

援を推進する べき である 。  28 

 29 

● 重点分野４  バイ オマス 廃棄物の資源循環促進（ 行政回収）  30 

【 現状と 施策状況】  31 

都内から 排出さ れる 可燃ごみの組成割合をみる と 、 その７ 割程度は紙類や厨芥（ 生ごみ） 、32 

繊維、 木草等と いったバイ オマス 廃棄物が占めている 。 都は、 区市町村が行う 食品ロ ス 対策や33 

廃食用油の回収、 紙おむつ、 古紙、 古布の再資源化促進と いったバイ オマス 廃棄物の資源循環34 

に関する 支援策を展開する と と も に、 都と 区市町村の共同検討会において、 優良事例等の情報35 

共有を実施し ている 。  36 

 37 

都内大規模建築物の廃棄物発生量等 

（ 出典） 事業用大規模建築物における 再利用計画書 

（ 令和４ 年度、 N= 10,794） よ り 東京都作成 
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【 施策を巡る 課題】  1 

紙類や繊維は、 資源ごみと し て多く の区市町村で回収が実施さ れている も のの、 前述のと お2 

り 、 資源化が可能なバイ オマス 廃棄物が依然と し て焼却処理さ れている 状況にある 。 特に可燃3 

ごみ中で最も 多く を占める 紙類については、 資源と し ての回収を徹底する と と も に、 汚れた雑4 

がみ等を含む一層の資源化に向けたリ サイ ク ルルート の拡大を進めていく 必要がある 。 ま た、5 

再資源化施設が不足する 生ごみやせん定枝等の再資源化や、Ｓ Ａ Ｆ の原料と し ての需要が高ま6 

る 廃食用油の回収拡大も 課題である 。  7 

【 施策強化の方向性】  8 

・ 自治体によ る 回収拡大 9 

各自治体が実施する 生ごみの堆肥化や衣類の分別回収、資源ごみの分別を促す手数料等に10 

よ る イ ンセンティ ブの設定、 分別袋の配布等を通じ た住民への普及啓発など、 優良事例の横11 

展開や新たな取組への支援によ り 、 自治体によ る 回収の強化を図っていく べき である 。  12 

・ リ サイ ク ル基盤の強化 13 

雑紙や紙おむつなど 優れた再資源化技術を有する 事業者と の連携等によ る リ サイ ク ルル14 

ート の拡大や、 広域化・ 集約化と 連動し たリ サイ ク ル施設の整備促進等を通じ て、 バイ オマ15 

ス 廃棄物のリ サイ ク ル基盤強化を進めていく べき である 。  16 

 17 

● 重点分野５  都市鉱山対策にも 資する 小型家電リ サイ ク ルの強化 18 

【 現状と 施策状況】  19 

2013（ 平成 25） 年の使用済小型家電電子機器等の再資源20 

化の促進に関する 法律施行から 12 年が経過し た。 こ の間、21 

都は東京 2020 大会における 「 都市鉱山から つく る ！みん22 

なのメ ダルプロ ジェ ク ト 」 の実施や、 区市町村が行う 小型23 

家電リ サイ ク ルに関する 取組への支援等によ り 、 多く の自24 

治体において小型家電リ サイ ク ルが行われている 。  25 

ま た、 都は 2022（ 令和４ ） 年に「 レアメ タ ル緊急回収プロ ジェ ク ト 」 を実施し 、 世界情勢26 

を受け供給不足が懸念さ れていたレ アメ タ ル等を含むパソ コ ン等のリ サイ ク ル促進を図っ27 

たと こ ろである 。  28 

【 施策を巡る 課題】  29 

資源価格の変動等によ り 有価買取の価格を運搬コ ス ト 等が上回る 、 いわゆる 逆有償の品30 

目が増加する 中、小型家電の回収品目を限定し ている 自治体がみら れており 、小型家電の再31 

資源化には未だ取組余地がある 。 ま た、 資源循環だけでなく 、 経済安全保障の観点でも 、 レ32 

アメ タ ルを はじ めと する 有用金属の国内循環によ る 資源の確保が重要であり 、 都内での小33 

型家電リ サイ ク ルの一層の底上げが必要である 。  34 

【 施策強化の方向性】  35 

・ リ チウ ムイ オン電池対策と の連動等によ る 小型家電リ サイ ク ル量の拡大 36 

 電池内蔵製品の回収と 連動し た回収品目の拡大など、区市町村が地域特性に応じ て実施す37 

小型家電回収状況（ 区部・ 多摩地域） （ 2024 年時点）  
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る 、 回収から リ サイ ク ルま での取組を支援し 、 都内全域で小型家電等のリ サイ ク ル量の拡大1 

を図っていく べき である 。  2 

なお、 リ チウ ムイ オン電池対策については、 施策領域７ で後述する 。  3 

・ 官民連携での取組拡大によ る 国内循環の促進 4 

幅広い製品を回収する 民間事業者の取組の後押し や、 官民連携によ る 回収方法の拡大・ 住5 

民の利便性向上等によ り 、 有用金属の更なる 国内循環を促進すべき である 。  6 

 7 

● 重点分野６  建設廃棄物対策の更なる 加速 8 

【 現状と 施策状況】  9 

2000（ 平成 12） 年に建設工事に係る 資材の再資源化等に関する 法律が施行さ れて以降、10 

建設工事に伴って排出さ れる 特定建設資材廃棄物（ コ ンク リ ート 塊、 アス ファ ルト ・ コ ンク11 

リ ート 塊、 木く ず等） の再資源化が大き く 進展し た。 ま た、 公共工事における 再生資材の利12 

用促進も 図ら れており 、 都においても 、 「 東京都環境物品等調達方針（ 公共工事） 」 で公共13 

工事における 建設再生材の利用を規定する など 、 建設資材廃棄物のリ サイ ク ルを推進し て14 

いる 。  15 

【 施策を巡る 課題】  16 

サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行の機運が高ま る 中にあって、 再生砕石の滞留など、再17 

資源化さ れた資材の利用に頭打ちの状況が見ら れており 、 品質やト レ ーサビリ ティ の確保18 

などによ り 、建設現場での再生資材使用を控える 意識の払拭を図る こ と が必要である 。ま た、19 

脱炭素社会の実現や資源循環の一層の促進に向けては、 建設廃棄物の中で最終処分の割合20 

が比較的多い板ガラ ス や廃プラ ス チッ ク などの特定建設資材廃棄物以外の廃棄物に関する21 

取組についても 進めていく こ と が重要である 。  22 

【 施策強化の方向性】  23 

・ 建設廃棄物の循環利用促進 24 

再生資材の公共工事における 利用促進や広域的な利用に25 

向けた静脈物流の効率化策の検討、 品質･ト レ ーサビリ ティ26 

等の信頼性、 優良事例等の情報提供・ 発信を進める ため、 事27 

業者団体と の連携のも と 、 Ｄ Ｘ 推進やマッ チングコ ーディ ネ28 

ータ 制度の充実・ 強化を図っていく べき である 。  29 

 30 

 31 

■ 施策領域２  ２ Ｒ （ リ デュ ース 、 リ ユース ） を基調と し たラ イ フス タ イ ルへの転換 32 

持続可能な資源利用の実現には、 大量生産・ 大量消費・ 大量廃棄によ る 一方通行型の社会経33 

済シス テムから の脱却が不可欠である と の認識のも と 、 都民・ 事業者等が発生抑制や再使用、34 

長期使用を考慮し た消費行動・ 経済活動を行いやすい環境の整備を東京から 率先し て実行し て35 

いく べき である 。   36 

東京都が進める 事業者団体と 連携し た取組 
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● 多様なビジネス モデルの活用・ 連携によ る 発生抑制施策の展開 1 

【 現状と 施策状況】  2 

都はリ ユース 容器や量り 売り 、衣類等のリ ユース に係る ビジネス の実装化支援など、様々3 

なビジネス モデルを展開する 事業者と の連携を図り ながら 発生抑制施策を推進し てき た。4 

ま た、 区市町村においても 、 廃棄さ れた家具のリ ペア販売や、 衣類や粗大ごみのリ ユース 促5 

進など、 事業者と 連携し た取組を実施し ている 。  6 

【 施策を巡る 課題】  7 

リ ユース 、 リ ペア、 シェ アリ ング、 サブス ク リ プショ ン等のビジネス モデルは、 資源の有8 

効活用を促進し 発生抑制に貢献する こ と から 、 持続可能な資源利用の実現に向けて重要な9 

取組である 。 一方で、 こ う し た取組の東京都や区市町村施策への活用・ 連携は未だ途上にあ10 

り 、資源循環の観点でも こ う し たビジネス モデルの活性化を図り 、更なる 社会実装を進めて11 

いく こ と が必要と なっている 。  12 

【 施策強化の方向性】  13 

・ 資源循環に資する 多様なビジネス モデルの活用・ 連携の促進 14 

都の率先行動と し て、 物品調達や廃棄時における リ ユース の15 

促進を図る と と も に、 区市町村や事業者と 連携し た各種ビジネ16 

ス モデルの地域実装の後押し 、 都民・ 事業者の具体的な行動に17 

つながる 啓発活動など、 多面的な取組を推進し ていく べき であ18 

る 。  19 

 20 

● ごみ減量化への誘導方策の推進 21 

【 現状と 施策状況】  22 

都内の家庭ごみ排出状況等をみる と 、 多摩地域は一人当た23 

り ごみ排出量、 再生利用率と も に全国ト ッ プレ ベルの水準に24 

ある 。  25 

ごみ減量に効果的な家庭ごみの有料化については、 多摩地26 

域のほと んどで導入済みである 一方で、区部は未実施、島し ょ 地27 

域の多く が未実施と なっている 。  28 

ま た、事業系ごみについては、清掃工場への持込手数料が地29 

域によ って差があり 、リ サイ ク ルに比べて焼却がコ ス ト 面で優30 

位と なる 自治体も 存在し ている 。  31 

【 施策を巡る 課題】  32 

家庭ごみでは、 有料化を実施済みの自治体では一定のごみ減量効果が見ら れており 、 有料33 

化未実施の自治体における 家庭ごみ減量化に向けた方策の強化が重要である 。  34 

ま た、 事業系ごみでは、 事業者が積極的にリ サイ ク ルに取り 組むよ う 、 イ ンセンティ ブと35 

なる 施策の見直し が必要である 。  36 

  37 

オフ ィ ス リ ユース 家具の展示販売 

「 エコ フ ァ ニス ト リ ート 」  

都内家庭ごみ（ 可燃・ 不燃） 有料化状況 

都内事業系ごみ持込手数料 

（ 出典） 東京都区市町村清掃事業年報（ 令和４ 年度実績）  
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【 施策強化の方向性】  1 

・ ごみ減量を促す仕組みの構築と 区市町村の取組の後押し  2 

都内における 一層のごみ減量を進める ため、 家庭ごみ有料化の導入や、 資源化を促す持ち3 

込み手数料の見直し など、 都民・ 事業者の行動変容を促す仕組みの導入に向けた検討を促す4 

と と も に、 都民の理解と 協力が得ら れる よ う 関連情報を積極的に発信する こ と を含め、 更な5 

る ごみの減量と リ サイ ク ル率向上に資する 施策の拡充によ り 、区市町村の取組を後押し し て6 

いく べき である 。  7 

■ 施策領域３  廃棄物の循環利用の更なる 促進 8 

資源の大消費地であり 、 再生資源の供給・ 使用に大き な役割と ポテンシャ ルを持つ東京の責9 

務と し て、 水平リ サイ ク ル等の高度リ サイ ク ル推進や、 現状焼却・ 最終処分さ れている 再生利10 

用可能な資源のリ サイ ク ルルート 構築、 再生資源の積極的活用など、 廃棄物の高度循環利用を11 

積極的に進めていく べき である 。  12 

 13 

● 都内リ サイ ク ル基盤の充実・ 強化 14 

【 現状と 施策状況】  15 

都は先進的な廃棄物処理施設やリ サイ ク ル施設等を東京臨海部に集中的に整備する ス ー16 

パーエコ タ ウ ン事業を推進し 、廃棄物の域内処理率や再生利用率の向上を図ってき た。ま た、17 

2024（ 令和６ ） 年には再資源化事業等高度化法が公布さ れ、 今後、 製造メ ーカー等の需要側18 

と 再生資源の供給側である 廃棄物処理業界の双方において、 再生資源の質と 量の一層の確19 

保に向けた動き が加速する こ と が見込ま れている 。  20 

【 施策を巡る 課題】  21 

再資源化事業等高度化法の施行を見据え、 再生材の質と 量の確保を推進する 意向を示す22 

処理業者がいる も のの、高度なリ サイ ク ルに対応する 設備や担い手の不足等から 、ま だ全体23 

的に対応は進んでいない。 ま た、 製造側が必要と する 水準の再生材を確保する ためには、廃24 

棄物から 有用な資源を効率的に分離・ 回収する など 、処理プロ セス の高度化が必要と なって25 

いる 。  26 

【 施策強化の方向性】  27 

・ 時代に対応し たリ サイ ク ル基盤の確保 28 

資源の大消費地、東京で発生する 廃棄物に由来する 再生材の質29 

と 量の確保と 供給拡大を図る ため、Ａ Ｉ 等デジタ ル技術の活用な30 

どによ る 処理プロ セス の高度化や省力化を推進する と と も に、製31 

造業など の動脈企業と 、再生材を供給する 廃棄物処理事業者など32 

の静脈企業と の連携を深め、サプラ イ チェ ーン全体で、広域的な33 

活用も 視野に効率的な資源循環の取組を促進すべき である 。  34 

  35 

Ａ Ｉ 選別設備 
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● 太陽光パネルの高度循環利用の推進 1 

【 現状と 施策状況】  2 

都は関係事業者等から なる 太陽光発電設備高度循環利用推進のための協議会を立ち上げ、3 

太陽光パネル（ 以下「 パネル」 と いう 。 ） のリ サイ ク ルルート 構築に向けた取組を進めてい4 

る 。 ま た、 首都圏の高度リ サイ ク ル施設を指定する と と も に、 排出さ れる 住宅用パネルのリ5 

サイ ク ル費用の一部を補助し 、 再資源化を促進し ている 。 なお、 国では、 パネルの適正な廃6 

棄・ リ サイ ク ルのための制度的対応を検討中である 。  7 

【 施策を巡る 課題】  8 

2012（ 平成 24） 年の FI T 制度導入を契機に設置が拡大し9 

た太陽光発電設備は、 2030 年代半ば以降に廃棄が本格化す10 

る 見通し であり 、将来を見据えたリ サイ ク ル体制の確保が必11 

要と なっている 。住宅用は１ 件当たり の排出量が少なく 、収12 

集運搬が非効率と なる ため、 運搬効率の向上が課題である 。13 

ま た、パネルの約６ 割を占める ガラ ス について、現在は路盤14 

材などの建築土木資材への活用にと どま っている 。  15 

【 施策強化の方向性】  16 

・ パネルの高度循環利用の更なる 推進 17 

将来の本格廃棄への対応に向け、効率的な収集運搬・ 処理や処18 

理設備の高度化を促進し 、 リ サイ ク ル基盤の強化を加速する ほ19 

か、ガラ ス 等の再資源化後の活用先の多様化を推進し ていく べき20 

である 。 なお、 ポータ ブルパネルの普及動向や、 次世代型の太陽21 

電池のリ サイ ク ル技術の開発動向についても あわせて注視し ていく べき である 。  22 

 23 

● 公共調達を活用し た循環利用の推進 24 

【 現状と 施策状況】  25 

都は都内有数の事業者・ 消費者と し て、 環境配慮型製品の市場拡大や製品開発の支援、都26 

民・ 事業者等によ る 環境配慮型製品の購入を喚起する ため、 「 東京都グリ ーン購入ガイ ド 」27 

（ 以下「 グリ ーン購入ガイ ド 」 と いう 。 ） を策定し 、 環境に配慮し た物品・ 役務の調達を推28 

進し ている 。グリ ーン購入ガイ ド は、国グリ ーン購入法基本方針と の整合や政策誘導の観点、29 

調達の安定性などを踏ま えつつ、環境局と 調達部局が連携し て調達要件を設定し ており 、資30 

源循環・ 廃棄物処理関係も 様々な事項を盛り 込んでいる 。  31 

【 施策を巡る 課題】  32 

グリ ーン購入ガイ ド は原則と し て調達要件に合致する 物品・ 役務が一定程度市場に存在33 

する も のを要件設定し ている が、 更なる 循環利用の推進に向けては、 市場投入初期の製品・34 

サービス についても 積極的な調達を図っていく こ と が重要である 。ま た、多く の実需が毎年35 

安定的に発生する 公共調達は、資源循環・ 廃棄物処理をはじ めと する 環境政策全般の推進力36 

と なり う る こ と から 、 都をはじ めと する 公共セク タ ー全体での取組展開が有効である 。  37 

38 

都内太陽光発電設備の廃棄量推計 

パネル構成と リ サイ ク ルの流れ（ イ メ ージ）  
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【 施策強化の方向性】  1 

・ グリ ーン購入ガイ ド の更なる 充実強化 2 

都が展開する 資源循環施策を通じ 環境配慮型製品の伴走支援を行3 

う と と も に、グリ ーン購入ガイ ド への反映の加速（ 推奨基準の積極的4 

活用） や、他の行政機関等への横展開を通じ 、環境調達の更なる 普及5 

拡大を目指し ていく べき である 。  6 

  7 

都のグリーン購入ガイド

【水準１ 】
現時点で必ず考慮すべき事項

契約の際には、仕様書等に必ず記載

【水準２ 】

現時点で必須条件ではないが、

配慮することが望ましい事項

グリ ーン購入ガイ ド の構成 
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２  計画の柱② 持続可能な資源利用の実現に向けた社会変革の加速 1 

■ 施策領域４  資源循環の機運醸成と 時代に対応し た新たな仕組みづく り  2 

地域での３ Ｒ だけでなく 、 生産・ 流通ま で遡り 、 社会全体の仕組みま で広げた対策や地域と3 

の連携を一層推進し ていく ため、資源循環に資する 関係法令の運用や各種制度の積極的な活用、4 

都民・ 事業者の資源循環行動の促進に資する 環境整備など、 仕組み面から の後押し を加速し て5 

いく べき である 。  6 

 7 

● 都民・ 事業者の行動変容の促進 8 

【 現状と 施策状況】  9 

都は、メ ディ ア等と 連携し た番組配信・ イ ベント 開催や10 

動画・ Ｓ Ｎ Ｓ などを通じ 、資源循環に関する 情報を広く 発11 

信する と と も に、 主催イ ベント でのリ ユース カッ プ活用12 

や大規模ス ポーツ イ ベント と 連携し た資源循環キャ ンペ13 

ーンなど、 ムーブメ ント 醸成の取組を推進し ている 。  14 

ま た、 中央防波堤埋立処分場や東京ス ーパーエコ タ ウ15 

ンの施設見学会など、 東京の廃棄物処理の現場から 資源循環の重要性を訴求し ている 。  16 

【 施策を巡る 課題】  17 

持続可能な資源利用の実現に向けては、 大都市東京が多量の資源を国内外に依存し てい18 

る こ と も 踏ま え、 都民一人ひと り が資源循環・ 廃棄物処理を「 自分ごと 」 と し て捉えら れる19 

よ う 、 情報発信の工夫を図る こ と が重要である 。 ま た、 都民・ 事業者がサーキュ ラ ー・ エコ20 

ノ ミ ーに資する 具体的な行動に移すためには、 環境配慮行動を客観的に評価でき る 判断基21 

準が必要と なっている 。  22 

【 施策強化の方向性】  23 

・ 情報発信の更なる 強化 24 

資源消費や廃棄行動が気候変動や生物多様性にも 影響し ている こ と など、多様な環境施策25 

を意識し たコ ンテンツの配信を行う と と も に、デジタ ル技術の活用も 図り つつ体験型の情報26 

発信を展開する こ と などによ り 、学校現場等における 若者世代への様々な学習機会の充実も27 

進めながら 、 持続可能なラ イ フス タ イ ルへの転換を促進し ていく べき である 。  28 

なお、 情報発信にあたっては、 江戸の文化を受け継ぐ 東京において、 限ら れた資源の活用29 

や、 無駄にし ない知恵や工夫、 域内で完結する 資源利用など、 資源循環を基調と し た暮ら し30 

方についての気付き が得ら れる 機会の創出をあわせて進める べき である 。  31 

・ 環境配慮行動の促進に向けた環境整備 32 

環境に配慮し た製品・ サービス を選択でき る よ う な環境の整備を促進する など 、 都民・ 事33 

業者の資源循環の取組と 企業のブラ ンディ ングや価値向上の好循環を 促すための方策を検34 

討する べき である 。  35 

 36 

中央防波堤埋立処分場の見学（ 年間見学者： 約 5 万人）  
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● 資源循環に向けた関係法令の運用・ 各種制度の活用推進 1 

【 現状と 施策状況】  2 

近年、サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行に向けた取組を加速する ため、小売業者、処理・3 

リ サイ ク ル事業者、製造業者等と 広く 連携し 、廃棄物の再資源化を指向する 事業者が増加し4 

ている 。都も 、店頭回収さ れたペッ ト ボト ルの再生利用指定や、使用済み化学繊維製品の「 専5 

ら 物」 への位置付けなどによ り 、 事業者の再資源化への取組を促進し ている ほか、 モデル事6 

業の実施を通じ 、 事業者が新ビジネス の構築にチャ レ ンジする 機会を提供し ている 。  7 

【 施策を巡る 課題】  8 

関係法令と の整合を図り つつ、 効果的な資源循環ルート を構築9 

する ためには、 廃棄物該当性の判断など 法令面における 専門的な10 

知見が必要と なる 。ま た、プラ ス チッ ク に係る 資源循環の促進等に11 

関する 法律、再資源化事業等高度化法などによ り 、大臣認定対象の12 

廃棄物や事業者の範囲が拡大する 一方で、 手続き の煩雑さ 等によ13 

り 制度の活用は限定的と なっている 。  14 

【 施策強化の方向性】  15 

・ 資源循環に資する 法令の運用等 16 

学識経験者等と も 連携し 、 廃棄物処理法の運用に係る 知見を蓄積する と と も に、 廃棄物処17 

理法の運用・ 解釈事例の見える 化を推進する べき である 。  18 

・ 関係法制度の活用促進 19 

動静脈連携によ る 更なる 資源循環の促進に向けて、 政策連携団体である（ 公財） 東京都環20 

境公社に設置する 東京サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー推進センタ ー（ 以下「 T-CEC」 と いう 。 ） と も21 

連携し 、 大臣認定制度等様々な手法を伴走型で支援する 仕組みの構築を進める べき である 。 22 

■ 施策領域５  多様な主体と の連携・ 協働の促進 23 

持続可能な資源利用の実現に向けて、 き め細かな資源循環行政を可能と する 住民に最も 身近24 

な区市町村、 資源循環・ 廃棄物処理の実業を担う 関係業界、 高い意欲と 先進的な技術・ 知見を25 

有する 事業者・ 団体等、 多様な主体と の幅広い連携の輪を強化し 、 変革をと も に牽引し ていく26 

べき である 。  27 

 28 

● 連携・ 協働の輪の更なる 拡大 29 

【 現状と 施策状況】  30 

都は区市町村・ 都外自治体と の施策連携や、大学・31 

研究機関と の連携事業など 、 施策の実効性向上に向32 

け様々な主体と 連携・ 協働を推進し ている 。民間事業33 

者等と の連携では、 都政全般にわたる 企業と の包括34 

連携協定である ワ イ ド コ ラ ボ協定の活用や、 先駆的35 

な取組を実施する 企業・ 団体と の協働を行っている 。 36 

廃棄物該当性の判断 

主な連携・ 協働の取組 



第４ 章 主要施策の方向性 

 

 

27 

【 施策を巡る 課題】  1 

持続可能な資源利用の実現に向けた社会変革を軌道に乗せていく ためには、 優れた技術・2 

知見や様々なネッ ト ワ ーク・ チャ ネルを有する 多様な主体と の連携・ 協働を深めていく こ と3 

が不可欠である 。ま た、全国各地の製造業や高いリ サイ ク ル技術を有する 事業者と の連携を4 

促進する と と も に、 地域の特性を活かし たリ ユース・ リ ペア・ シェ アリ ングなど多様な選択5 

肢が提供さ れる こ と を通じ 、 地域資源の更なる 活用を促し ていく こ と が必要である 。  6 

【 施策強化の方向性】  7 

・ 連携・ 協働の輪の更なる 拡大に向けた取組の推進 8 

T-CECと の連携のも と 、 企業・ 団体間など各主体同士の連携・ 協働を促す環境づく り を進9 

める と と も に、 各施策分野で培ってき た連携・ 協働の枠組み等を施策横断的に活用する など10 

の取組によ り 、 持続可能な資源利用の実現に向けた機運を醸成し 、 新たな資源循環の輪を拡11 

大し ていく べき である 。  12 

 13 

● 東京サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー推進センタ ーの強化 14 

【 現状と 施策状況】  15 

都は、 2022（ 令和４ ） 年度、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ー16 

への移行に向けた取組を加速する ため、（ 公財） 東京都環17 

境公社に T-CECを設置し た。T-CECでは、持続可能な資源18 

利用に関する 情報発信やシンポジウ ムの開催、相談・ マッ19 

チング、ネッ ト ワ ーキングの場の提供（ サーキュ ラ ーエコ20 

ノ ミ ーサロ ン） 、２ Ｒ ・ 水平リ サイ ク ルの社会実装に係各21 

種補助事業の実施など、 多様な取組を展開し ている 。  22 

【 施策を巡る 課題】  23 

東京における 持続可能な資源利用を推進する ハブ機能を強化する ためには、T-CECが行う24 

各種取組の質・ 量の両面において、 更なる 拡充が必要である 。 ま た、 マッ チング等における25 

デジタ ル技術の活用や、 補助事業を効果的にコ ーディ ネート する ための専門性の高い体制26 

を構築し 、 T-CECの取組の実効性を一段と 高める こ と が重要と なっている 。  27 

【 施策強化の方向性】  28 

・ 戦略的広報の展開と 支援・ 連携先の拡大 29 

都民や、事業者、自治体、NPOなど各主体のニーズに応じ た情報発信に取り 組むと と も に、30 

サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ーサロ ンでの参加者の裾野拡大等を 通じ た幅広い主体と の連携促進31 

を図る こ と で、 サプラ イ チェ ーンの垣根を超えた協働し た取組の創出を図る べき である 。  32 

・ 情報基盤の拡充・ プッ シュ 型の事業化支援 33 

資源循環に資する サービス 提供事業者と ビル・ 店舗等のテナント に対し 、 デジタ ル技術の34 

活用によ り 効率的かつ広範にマッ チングを促す仕組みを提供する と と も に、補助事業等も 含35 

めた具体的なソ リ ュ ーショ ンなどを提案可能な専門人材を確保し 、アウ ト リ ーチ活動を充実36 

し ていく べき である 。  37 

サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ーサロ ンの様子 
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● 廃棄物処理業界と の協働によ る 動静脈連携の一層の推進 1 

【 現状と 施策状況】  2 

近年、 天然資源投入量の削減や温室効果ガス の排出削減3 

など を目指し 、 先駆的な動脈側の事業者と 静脈側の事業者4 

が連携し 、 再生材の活用拡大を図る 動き が進展し つつある 。 5 

【 施策を巡る 課題】  6 

今後、 動静脈のよ り 一層の連携を促進し ていく ためには、  7 

再生材の需要と 供給に関する 情報や、ト レ ーサビリ ティ の確保など、必要な情報を事業者が8 

共有でき る 仕組みを確保する こ と が必要である 。ま た、再生材をよ り 広く 活用する 社会を構9 

築する ためには、安定し て再生材を供給でき る 静脈産業側の取組を充実する と と も に、動脈10 

産業側においても 、 製品設計や原料変更を図っていく こ と が重要と なる 。  11 

【 施策強化の方向性】  12 

・ 動静脈連携に向けた情報の見える 化と マッ チング事例の創出 13 

現在、都が業界団体と 連携し 構築を進める 産業廃棄物事業者の検索プラ ッ ト フ ォ ームにお14 

いて、 事業者の資源循環に関する 取組情報を公開する と と も に、 率先し て動静脈連携に取り15 

組む事業者を評価する 仕組みを構築する こ と で、 優良事業者の裾野を拡大すべき である 。  16 

ま た、 静脈産業の廃棄物処理業者と 動脈産業のマッ チングをコ ーディ ネート し 、 優良事例17 

の創出を支援・ 公表する ほか、 動脈産業や消費者等に対し て再生材活用拡大に向けた啓発活18 

動を展開し ていく べき である 。  19 

■ 施策領域６  持続可能な資源利用の主流化 20 

東京で営ま れる 社会経済活動の隅々に持続可能な資源利用の実現に資する 様々な取組の実21 

装・ 定着を目指すため、 各施策分野の枠を超えた幅広い資源循環施策の地域への集中実装・ 横22 

展開や、 サーキュ ラ ービジネス の活性化を通じ た都民・ 事業者等の行動様式の変容促進を図っ23 

ていく べき である 。  24 

 25 

● 先駆的な２ Ｒ ・ 水平リ サイ ク ル施策の社会実装拡大 26 

【 現状と 施策状況】  27 

都は、 多様な資源循環施策の展開に向け、28 

プラ ス チッ ク・ 食品ロ ス 対策やＤ Ｘ 推進など、29 

様々な分野で事業者や業界団体等と 連携し た30 

実証事業を展開し ている 。 ま た、 実証事業を31 

通じ て創出し た先駆的な２ Ｒ ・ 水平リ サイ ク32 

ル技術やビジネス の社会実装を進める ため、33 

種蒔き 期（ 実証事業） から 育成期（ 支援・ 定着34 

の取組） へと 順次施策進展を図っている 。  35 

  36 

（ 出典） 環境省 静脈産業の脱炭素型資源循環シス テム構築に 

係る 小委員会資料 

主な実証事業と 後発事業等 
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【 施策を巡る 課題】  1 

各施策分野において、実証から 支援・ 定着の取組へと 概ね順調に施策フェ ーズの移行を進2 

めている が、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーへの移行に向けては、 こ う し た先駆的な取組の分野3 

横断的かつ面的な導入のコ ーディ ネート を後押し する 必要がある 。ま た、目指すべき 将来像4 

である「 持続可能な資源利用の定着」 が実際の社会経済活動に実装さ れた姿を都民・ 事業者5 

等に提示し 、 行動変容やビジネス 転換等を加速する こ と が重要である 。  6 

【 施策強化の方向性】  7 

・ 先駆的な２ Ｒ ・ 水平リ サイ ク ル等を先行実装し たエリ ア・ コ ミ ュ ニティ の創出 8 

資源循環に資する 技術やサービス 、 素材の種類等を問わず、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーを9 

目指し た取組を先行的に集中実装する エリ アの創出と 横展開を図る こ と で、社会シス テムと10 

し ての資源循環の定着や、 技術・ ビジネス の更なる 普及拡大、 都民・ 事業者等の行動変容促11 

進を目指し ていく べき である 。  12 

 13 

● サーキュ ラ ービジネス の活性化 14 

【 現状と 施策状況】  15 

都は、 静脈ビジネス の活性化に向けて、 ス タ ート ア16 

ッ プ企業等と の連携も 図り つつ、 実証事業等を通じ 資17 

源循環・ 廃棄物処理のレ ベルアッ プや都民・ 事業者等18 

の資源循環にかかる 取組を促す新たなサービス ・ ビジ19 

ネス モデルの創出支援を実施し ている 。  20 

【 施策を巡る 課題】  21 

サーキュ ラ ービジネス の創出と 社会実装の拡大に当たっては、 環境政策と し ての取組の22 

有効性や実効性の観点に加え、ビジネス と し ての自走性や社会的な受容性、認知度などの諸23 

課題を踏ま えつつ、 取組を後押し し ていく こ と が重要である 。 ま た、アッ プサイ ク ルやシェ24 

アリ ング等と いった新たな売り 方・ 使い方、 e-コ マース の普及など、社会経済活動の変化を25 

踏ま えた取組を促進する 必要がある 。  26 

【 施策強化の方向性】  27 

・ サーキュ ラ ービジネス の更なる 活性化 28 

実証事業等の実施によ る 社会実験の場の提供や関係法令等に関する 技術的助言など を通29 

じ 、 産業・ 経済部局と も 連携を図り つつ、 ス タ ート アッ プを含む事業者がチャ レンジし やす30 

い環境の整備や支援を展開する べき である 。 ま た、 新たに創出さ れる サービス やビジネス モ31 

デルの主流化に向けて、 企業、 金融機関、 自治体、 専門家等と のネッ ト ワ ーキング機会を提32 

供する と と も に、 循環経済型ビジネス の情報発信強化や活用し やすい環境整備を通じ て、 動33 

静脈連携やイ ノ ベーショ ンの創出を促進し ていく べき である 。  34 

ス タ ート アッ プ企業と の主な連携・ 実証事例 
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３  計画の柱③ 社会課題に対応し た強靭で安定的な廃棄物処理シス テムの確保 1 

■ 施策領域７  社会構造の変化に対応し た廃棄物処理シス テムの更なる 充実・ 強化 2 

今後見込ま れる 人口減少や担い手不足等の社会構造の変化に的確に対応し 、 社会基盤と し て3 

の廃棄物処理シス テムの維持・ 発展を目指すため、 自治体・ 業界団体等と 連携し 、 デジタ ル技4 

術の活用を中心に廃棄物処理の BPX＊を推進する と と も に、 区市町村における 廃棄物処理の広域5 

化・ 集約化の検討を促進し ていく べき である 。  6 

＊（ Busi ness Process Tr ansf ormat i on、 組織を 超えた業務の変革を 企画）  7 

 8 

● 廃棄物処理の BPX推進等によ る 事業効率化と 労働環境改善 9 

【 現状と 施策状況】  10 

都は、 産業廃棄物の排出事業者や処理業者等に対し 、適正処理・ 事務の効率化に資する 電11 

子マニフェ ス ト 利用を促進する など、 各種事務・ 事業の電子化を推進し ている 。 ま た、 労働12 

集約型の事業運営が多い廃棄物処理の高度化・ 効率化を図る ため、産業廃棄物処理業者に対13 

し 、DXを活用し たサーキュ ラ ー・ エコ ノ ミ ーに貢献する 新ビジネス の創出を支援し ている 。  14 

【 施策を巡る 課題】  15 

資源循環の更なる 進展に向けては、 深刻な人手不足や労働環境の改善、 サーキュ ラ ー・ エ16 

コ ノ ミ ーへの対処など 、 多様な課題を抱える 静脈産業の下支えと レ ベルアッ プを関係主体17 

が一丸と なって進めていく こ と が重要である 。と り わけデジタ ル技術は多く の手続・ 申請報18 

告等が存在する 廃棄物処理業務の効率化・ 省人化や、 処理の高度化・ 強靭化、 業界の働き 方19 

改革など様々な効果が期待でき る こ と から 、 廃棄物処理の DXを積極的に推進し ていく 必要20 

がある 。  21 

ま た、 国は 2024（ 令和６ ） 年に、 区市町村の一般廃棄物処理業務に係る 価格転嫁・ 働き 方22 

改革等の促進に向け、対応すべき 重要事項を通知し たと こ ろであり 、賃金や物価の急激な上23 

昇、昨今の猛暑に伴う 熱中症リ ス ク 増大など、社会環境の変化を踏ま えた継続的で安定的な24 

適正処理の確保が必要と なっている 。  25 

【 施策強化の方向性】  26 

・ 廃棄物処理シス テムの充実・ 強化に向けた BPX推進等の加速 27 

各種許認可手続・ 申請報告の一元化や事業者の資源循環に関す28 

る 情報共有等に向け、都独自の産業廃棄物手続等デジタ ルシス テ29 

ムの構築や廃棄物処理プロ セス の DXを一層促進する こ と で、 業30 

界の生産性向上や労働環境改善を図り ながら 、サーキュ ラ ービジ31 

ネス の活性化を推進すべき である 。  32 

ま た、 深刻な担い手不足の中でも 、 止める こ と ができ ない住民の生活に密着し た区市町村33 

の廃棄物収集運搬の効率化や価格転嫁・ 働き 方改革（ 暑さ 対策等） の対応を促すため、 業務34 

マニュ アルや相談窓口を通じ た技術的助言、 熱中症対策を含む労働環境改善の後押し など 、35 

総合的な支援を実施し ていく べき である 。  36 
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● 一般廃棄物処理の広域化、 処理施設の集約化 1 

【 現状と 施策状況】  2 

都内のごみ排出量は既に減少傾向にある 中、 2030（ 令和3 

12） 年をピーク に都内の人口は減少に転じ る と 予測さ れ、4 

ごみ排出量は今後も 減少する こ と が見込ま れている 。 都5 

は、 1999（ 平成 11） 年３ 月には「 東京都ごみ処理広域化計6 

画」 を、 2023（ 令和５ ） 年３ 月には「 東京都における 今後7 

のごみ処理の広域化・ ごみ処理施設の集約化の方向性」 を8 

策定し 、安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構築を推進9 

し ている 。  10 

【 施策を巡る 課題】  11 

2024（ 令和６ ） 年３ 月、 国は、 都道府県が主体と なり 、 2050（ 令和 32） 年ま でを計画期間12 

と する「 長期広域化・ 集約化計画」 を 2027（ 令和９ ） 年度末を目途に策定する よ う 通知を発13 

出し た。東京都においても 、人口と ごみの減少を前提と し たコ ス ト 縮減等の持続可能な適正14 

処理の確保に加え、廃棄物処理施設の脱炭素化や再資源化技術の高度化・ 効率化等の観点か15 

ら も 、 中長期的な視点で更なる 廃棄物処理の広域化や施設の集約化に向けた検討を行う 必16 

要がある 。  17 

【 施策強化の方向性】  18 

・ 新たな「 長期広域化・ 集約化計画」 の策定 19 

区市町村等と の協議のも と 、再資源化施設を含む都内の廃棄物処理施設について、2050 年20 

を見据えた長期広域化・ 集約化計画を策定する と と も に、 広域化・ 集約化に係る 促進策の検21 

討を推進し ていく べき である 。  22 

■ 施策領域８  資源循環・ 廃棄物処理の基盤を成す適正処理の確実な遂行 23 

持続可能な資源利用の実現には、 その基盤を成す適正処理の確実な遂行が不可欠であり 、 近24 

年社会課題化し ている リ チウ ムイ オン電池問題など 、 安定的な資源循環・ 廃棄物処理を妨げる25 

諸課題への対処を強化・ 加速し ていく べき である 。  26 

 27 

● リ チウ ムイ オン電池対策 28 

【 現状と 施策状況】  29 

近年、 廃棄物の収集運搬や中間処理時において、 リ30 

チウ ムイ オン電池に起因する 発火事故等が全国・ 都内31 

で発生し ている 。  32 

都は、「 リ チウ ムイ オン電池 混ぜて捨てちゃダメ ！」33 

プロ ジェ ク ト 等を通じ た危険性の注意喚起や、 複数自34 

治体を広域的に調整し 、回収・ 資源化を行う 事業、大学35 

と 連携し た安全・ 安心な処理フロ ーの構築等を通じ 、 区市町村の取組を支援し ている 。  36 

ごみ焼却施設の焼却規模別数 

（ 出典） 東京都区市町村清掃事業年報（ 令和４ 年度実績）  

リ チウ ムイ オン電池の行政回収状況（ 2025.4 時点）  
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【 施策を巡る 課題】  1 

2025（ 令和７ ） 年４ 月に、国から 市町村に家庭から 排出さ れる 全てのリ チウ ムイ オン電池2 

の回収体制の構築を求める 通知が発出さ れたほか、８ 月には、資源有効利用促進法の対象品3 

目にモバイ ルバッ テリ ー、ス マート フォ ン、加熱式たばこ デバイ ス の３ 品目が追加と なる 方4 

向性が示さ れた。 都内では、 回収未実施や一部電池のみ回収の自治体も 未だ存在し ており 、5 

都民が身近で排出でき る 環境の更なる 整備が必要である 。ま た、電池回収の徹底に向けては、6 

適正処理や再資源化を行う こ と ができ る 事業者が限定さ れる こ と や、 回収時の安全確保等7 

も 課題と なっている 。  8 

【 施策強化の方向性】  9 

・ 回収対象の拡大及び回収ルート の拡充 10 

都内自治体によ る リ チウ ムイ オン電池の回収対象を拡大する ため、地域の特性に応じ て回11 

収から 処理ま での安全かつ安定的な国内資源循環ルート の確保に向け、更なる 施策を推進す12 

る べき である 。  13 

・ 適正排出の徹底と 安全対策の強化 14 

廃棄物処理過程における 火災事故が多発する 中で、 国や事業者団体等と も 連携し 、 分別排15 

出を一層促進する ためのイ ンセンティ ブと なる 施策の検討も 含め、適正排出の徹底に向けた16 

取組の強化を図る と と も に、 分別回収から 保管・ 運搬・ 処理における 実効性の高い安全対策17 

の普及を後押し すべき である 。  18 

 19 

● 不法投棄対策を通じ た適正処理の推進 20 

【 現状と 施策状況】  21 

都は、 不法投棄の主な発生源である 解体工事現場や、 廃22 

家電等の違法な収集を行う 不用品回収業者、 不適正な処理23 

を行う 金属ス ク ラ ッ プ業者等に対し て、 産廃Ｇ メ ンによ る24 

立入指導等を実施し ている 。  25 

ま た、 東京都、 近隣の 11 県、 25 政令市 37 自治体から な26 

る 産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会（ 産廃ス ク ラ27 

ム 37） において、 産業廃棄物車両の一斉路上調査を行う な28 

ど、 広域的な対策を推進し ている 。  29 

【 施策を巡る 課題】  30 

対策の進展によ り 産業廃棄物の不法投棄は着実に減少し ている も のの、 不適正処理の事31 

案が複雑・ 巧妙化し ている ほか、 都県境をま たぐ 広域的な移動を伴う 不適正処理や、 工事現32 

場内における 産業廃棄物の残置・ 埋却などの事案も 未だ散見さ れている 。  33 

ま た、廃家電等が違法に収集さ れ、環境汚染防止の措置がさ れないま ま ス ク ラ ッ プと し て34 

海外に輸出さ れる 事例が発生し ている 。 今後も 、 金属資源価格の上昇が見込ま れる 中、 金属35 

以外の資源も 含め、廃家電等の不法投棄リ ス ク の高ま り と と も に、不適正な処理が行われた36 

場合の環境汚染を防止する こ と が必要と なっている 。   37 

産廃 G メ ンによ る 解体現場立入件数 
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【 施策強化の方向性】  1 

・ 発生源から の不法投棄対策と 複雑・ 巧妙化する 不適正処理対策の推進 2 

解体工事現場等への立入指導に加え、 苦情・ 通報に基づく 不適正処理事案については、 産3 

廃ス ク ラ ム 37 構成自治体や警察等と 連携し た立入指導、 普及啓発を強化する と と も に、 困4 

難事案については弁護士相談等も 活用し ながら 対策を推進する べき である 。  5 

・ 不適正なス ク ラ ッ プ業者・ 不用品回収業者対策の推進 6 

不適正なス ク ラ ッ プ業者や違法な不用品回収業者に対し 、警察や区市町村等と も 連携し て7 

効果的な啓発を展開する と と も に、 産廃ス ク ラ ム 37 においても 不適正ヤード 対策等の課題8 

の共有を含め、 一層緊密に連携・ 協力し て対応し ていく べき である 。  9 

■ 施策領域９  災害廃棄物対策の一層の推進 10 

2023（ 令和５ ） 年９ 月に改定し た東京都災害廃棄物処理計画を基本と し て、 能登半島地震へ11 

の支援対応を踏ま えた対策の強化も 図り つつ、 近い将来に発生する と 想定さ れている 首都直下12 

地震や、 近年頻発する 豪雨・ 台風などの大規模自然災害への備えと し て、 災害廃棄物対策の一13 

層の強化を図っていく べき である 。  14 

 15 

● 来たる べき 災害への備え 16 

【 現状と 施策状況】  17 

都は災害廃棄物処理計画に基づき 、 一部事務組18 

合・ 構成自治体が策定・ 改定する 災害廃棄物合同19 

処理マニュ アルについて、 伴走型で技術的な支援20 

を実施し ている 。 ま た、 都内発災時、 各自治体が21 

主体的に災害廃棄物処理を 進める こ と ができ る22 

よ う 、 区市町村・ 一部事務組合における 災害廃棄物処理に係る 人材育成を進めている 。  23 

【 施策を巡る 課題】  24 

災害廃棄物処理計画や災害廃棄物処理対策マニュ アルにおいて、 平常時・ 初動期・ 応急対25 

策期以降の体制整備、進行管理等の具体的な手順等を定めている が、区市町村等が速やかに26 

合同処理体制を構築する ための事前準備や、 各自治体で災害廃棄物処理実務の中核を担う27 

人材が依然と し て不足し ている 。 ま た、 発災後における 円滑な仮置場の設置・ 運営や、 し 尿28 

処理を進める ためには、 平時から 状況に応じ た検討が必要である 。  29 

【 施策強化の方向性】  30 

・ 災害対応力の一層の強化 31 

災害廃棄物合同処理マニュ アルの策定によ り 関係者間の認識共有化を図る と と も に、実務32 

的な専門知識の習得を目的と し た専門人材の育成研修を実施する べき である 。 こ のほか、 区33 

市町村自ら が仮置場の用地を確保でき る よ う 指導・ 助言を実施する と と も に、 災害廃棄物の34 

処理に関し て、 広域的な観点から 支援・ 受援それぞれの事務処理フ ロ ーの明確化に向けた取35 

組を推進し ていく べき である 。  36 

処理計画、 推進計画、 マニュ アルの関係 
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● 能登半島地震への支援対応を踏ま えた対策の強化 1 

【 現状と 施策状況】  2 

都及び都内自治体は、 東日本大震災等の経験を活かし 、令和６3 

年能登半島地震における 災害廃棄物処理支援のため、石川県庁及4 

び県下自治体へ職員を派遣し 、初動対応のみなら ず公費解体の体5 

制構築に向けた支援を行う と と も に、都内自治体等の清掃工場で6 

災害廃棄物の受入処理を実施し た。  7 

ま た、能登半島地震で発生し た災害廃棄物を広域処理する 際の輸送手段や、今後の首都直8 

下地震等における 処理対応力を確保する ため、 鉄道輸送用コ ンテナを新造し 、 保管・ 維持管9 

理を実施し ている 。  10 

【 施策を巡る 課題】  11 

こ れま での災害廃棄物処理支援で得ら れた課題、知見を踏ま え、都内における 災害廃棄物12 

対策のよ り 一層の実効性確保を図っていく こ と が重要である 。特に、災害廃棄物処理に係る13 

事務委託の区市町村と 都の間での認識共有や、解体廃棄物の早期処理に向け、倒壊家屋等の14 

公費解体・ 処理について、 都内区市町村での共通し た認識の共有が必要である 。  15 

【 施策強化の方向性】  16 

・ 支援対応経験を活かし た災害廃棄物対策の強化 17 

災害廃棄物処理計画に基づく 訓練・ 演習等を通じ て、 事務処理委託に関する 考え方を含め18 

平常時から 区市町等職員と の連携強化を一層推進する と と も に、 2024（ 令和６ ） 年６ 月に環19 

境省が策定し た公費解体マニュ アルに関する 研修を実施する など、区市町村職員の制度への20 

理解促進に向けた取組の深化を図っていく べき である 。  21 

■ 施策領域 10 廃棄物処理シス テムの脱炭素化と シナジー施策の展開 22 

2050 年Ｃ Ｏ ２ 排出実質ゼロ を目指す「 ゼロ エミ ッ ショ ン東京」 の実現に向け、資源循環分野か23 

ら も 脱炭素への貢献に資する 取組を推進する と と も に、 他の行政課題等への貢献を図り つつ、24 

資源循環・ 廃棄物処理施策自体の効果も 高める シナジー施策を積極的に展開し ていく べき であ25 

る 。  26 

 27 

● 資源循環・ 廃棄物処理シス テムにおける 脱炭素施策の推進 28 

【 現状と 施策状況】  29 

都はゼロ エミ ッ ショ ン東京の実現に向け、 資源循環・ 廃30 

棄物処理分野でも プラ ス チッ ク 焼却量の削減や DX によ る31 

収集運搬の効率化等、脱炭素への貢献にも 資する 取組を推32 

進し ている 。 都内清掃工場では、 多く の施設で廃棄物発電33 

や熱利用が導入さ れている ほか、一部の清掃工場では事業34 

者と の連携によ る Ｃ Ｏ ２ 回収の技術実証を実施し ている 。  35 

【 施策を巡る 課題】  36 

鉄道輸送用コ ンテナ 

都内Ｃ Ｏ ２ 排出量の部門別構成比 
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資源循環・ 廃棄物処理業は多数の機器や車両等を保有し ており 、 施設・ 設備の運転にも 多1 

く のエネルギーを要する こ と から 、こ れら の脱炭素化を進めていく こ と が必要である 。ま た、2 

廃棄物の焼却においても 、焼却に回る 廃棄物の最小化を第一と し つつも 、並行し て焼却過程3 

で発生する エネルギーやＣ Ｏ ２ の回収・ 有効利用を推進する こ と が重要と なる 。  4 

【 施策強化の方向性】  5 

・ 「 カーボンニュ ート ラ ル廃棄物処理業」 への転換促進 6 

廃棄物処理施設等への再エネ設備の設置や再エネ電力への切り 替え、高度処理にも 資する7 

省エネ設備の導入、 保有車両のＺ Ｅ Ｖ （ ゼロ エミ ッ ショ ンビーク ル） 化、 Ａ Ｉ 配車の活用な8 

ど、 気候変動対策と も 連携し 脱炭素型廃棄物処理業への転換支援を検討する べき である 。  9 

・ 清掃工場における 脱炭素施策の推進 10 

施設更新・ 大規模改修を契機と し た高効率な廃棄物発電の導入や、 発生エネルギーの更な11 

る 有効利用（ 資源化施設併設によ る エネルギー活用や、 地域供給の拡大） を促進する と と も12 

に、 Ｃ Ｏ ２ 回収やバイ オエタ ノ ール化など再資源化技術等の新技術の活用についても 技術開13 

発動向を踏ま えつつあわせて検討し ていく べき である 。  14 

 15 

● シナジー施策の積極的展開 16 

【 現状と 施策状況】  17 

都は未利用食品のフード バンク への提供促進（ 食品ロ ス対策×福祉施策） や、家庭の油回18 

収キャ ンペーン（ SAF×東京 2025 世界陸上） 、 みんなのメ ダルプロ ジェ ク ト （ 小型家電リ サ19 

イ ク ル×東京 2020 大会） 等、 他の行政課題等への貢献を図り つつ資源循環・ 廃棄物処理施20 

策自体の効果も 高める シナジー施策を実施し ている 。  21 

区市町村においても 、 学校給食の堆肥化・ 地域還元（ 食品ロ ス 対策×教育・ 地域施策） や22 

高齢者等へのふれあい・ 見守り 収集（ ごみ収集×福祉施策） など、 地域課題への対処も 視野23 

に、 住民に身近な区市町村なら ではの様々な施策を展開し ている 。  24 

【 施策を巡る 課題】  25 

前述のと おり 、 国は第五次循環型社会形成推進基本計画において、 サーキュ ラ ー・ エコ ノ26 

ミ ーへの移行を循環型社会の形成はも と よ り 、 気候変動・ 生物多様性・ 産業競争力強化・ 経27 

済安全保障等の諸課題への対処に貢献でき る も のと し て、国家戦略に位置付けている 。都を28 

はじ めと する 自治体施策においても 、 資源循環・ 廃棄物処理施策単体での施策検討だけ  29 

でなく 、 他の行政課題等と の相乗効果を 意識し た施策立案を積極的に行っていく こ と が重30 

要である 。  31 

【 施策強化の方向性】  32 

・ シナジー施策の開拓・ 展開 33 

天然資源から 再生資源への活用拡大（ 資源循環×生物多様性保全） 、 サーキュ ラ ービジネ34 

ス の活性化（ 資源循環×ビジネス 支援） や家庭用エアコ ンのリ サイ ク ル（ 家電リ サイ ク ル×35 

フロ ン対策） など、 シナジー効果を踏ま えた都施策の企画立案を進める と と も に、 区市町村36 

や事業者等が行う 創意工夫を凝ら し た施策の事例共有、 横展開を推進し ていく べき である 。 37 
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■ 資源循環・ 廃棄物処理の更なる イ ノ ベーショ ン 1 

持続可能な資源利用の実現に向けては、優れた技術・ 仕組2 

みを活用し 、社会シス テムと し ての資源循環・ 廃棄物処理に3 

よ り 一層のイ ノ ベーショ ンを 創出し ていく こ と が重要であ4 

る 。  5 

廃棄物から Ｓ Ａ Ｆ の原料と なる エタ ノ ールを 製造する 技6 

術や、下水汚泥から り んを回収する 技術など、施策に関連し7 

た新技術の実装を進める こ と に加え、静脈産業の労働環境の8 

改善等の観点から も 類似分野における 普及技術等の移入に9 

も 大き なポテンシャ ルがある こ と から 、今後、こ う し た視点10 

も 持ちながら 、関係主体と の連携のも と 、イ ノ ベーショ ンの11 

促進を積極的に図っていく べき である 。  12 

■ 質の高い統計データ 等を活用し た実効性の高い施策展開 13 

サプラ イ チェ ーン 全体を 視野に入れた施策に本格14 

的に着手し ていく に当たっては、 行政統計の外にある15 

廃棄物等も 含めた東京全体のモノ の流れを 経年にわ16 

たり 捕捉し ていく こ と が重要である 。  17 

現在、 国は循環利用量等の算出精度向上に向けた検18 

討を 進めている と こ ろ であ り 、 都も 国の動向を 注視19 

し 、 効果的なデータ を活用し た施策を展開し ていく べ20 

き である 。  21 

■ 時代や状況の変化に対応し た弾力的な施策展開 22 

資源循環・ 廃棄物処理を巡る 動向が目ま ぐ る し く 変化を続ける 中、 時機を逸する こ と なく 実23 

効性の高い施策を展開し ていく ためには、 社会情勢の変化や取組の進捗状況等に鑑みながら 、24 

随時施策のアッ プデート を図っていく こ と が不可欠である 。  25 

都は、 多様な主体と の連携のも と 、 今後取組の加速・ 進展を促すために必要な視点も 踏ま え26 

つつ、 PDCAサイ ク ルを継続的に実施する こ と で、 持続可能な資源利用の実現に向けた歩みを確27 

かなも のにし ていく べき である 。  28 

 29 

類似分野の技術移入の例 

国の検討調査例 

（ 出典） 環境省「 廃棄物統計等の精度向上に関する 検討調査報告書」

（ 循環利用量調査改善検討会、 2024.3）  
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１  東京の廃棄物処理の概況 1 

■ 一般廃棄物排出量 2 

都内の 2023（ 令和５ ） 年度における 一般廃棄物排出量は 408 万ト ンと 、 2000（ 平成 12） 年度3 

の約 550 万ト ンから 約 25％減少し ている 。 こ の間、 都内人口は約 15％増加し ている が、 区市町4 

村における ３ Ｒ の進展等によ り 、 １ 人１ 日当たり 排出量は約 35％減少し ている 。  5 

種類別では、 排出量の多く を占める 可燃ごみがこ の 20 年余り で約 20％減少し たほか、 区部6 

における プラ ス チッ ク ごみの収集方法変更に伴い、 2007（ 平成 19） 年度を境に不燃ごみが大き7 

く 減少し ている 。 こ れは、 区部ではプラ ス チッ ク ごみを不燃ごみと し て収集し ていたが、 プラ8 

ス チッ ク ごみは資源化でき る も のが多く 、 資源化に適さ なく ても 熱回収が可能である ため、 資9 

源ごみ・ 可燃ごみと し て収集する よ う になったためである 。  10 

なお、 現在区部を中心にプラ ス チッ ク の分別収集の体制整備を行っており 、 今後資源ごみの11 

増加と 可燃ごみの減少が見込ま れる 。  12 

 13 

 14 

 15 

次に、 一般廃棄物排出量の８ 割程度を占める 可燃ごみの組成をみる と 、 紙類が最も 多く 40％16 

程度、 次いで厨芥が約 25％、 プラ スチッ ク が約 20％、 繊維・ 木草等が各約５ ％と なっている 。 17 

区部と 多摩地域では組成順に大き な差異は見ら れないが、 既に多く の自治体がプラ ス チッ ク18 

分別収集を実施し ている 多摩地域は、 プラ ス チッ ク の割合が低く 、 厨芥や木草等の割合が高く19 

なっている 。  20 

 21 

  22 

都内一般廃棄物の種類別排出量等の推移 

可燃ごみの組成割合（ 区部・ 多摩地域）  

１ 人１ 日当たり 排出量 0. 85kg/人日 １ 人１ 日当たり 排出量 0. 68kg/人日 
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■ 一般廃棄物再生利用率 1 

都内の 2023（ 令和５ ） 年度における 一般廃棄物再生利用率は 25. 0％と 、 2010 年代の横ばいを2 

脱し 上昇の兆し をみせている 。  3 

地域別でみる と 、 最終処分場の埋立余力の逼迫を背景に、 家庭ごみの有料化によ る 発生抑制4 

や分別の徹底によ る リ サイ ク ル推進などを進めている 多摩地域の再生利用率が最も 高く 、 こ れ5 

は全国有数の水準にある 。  6 

 7 

■ 一般廃棄物最終処分量 8 

都内の 2023（ 令和５ ） 年度における 一般廃棄物最終処分量は約 18. 3 万ト ンと 、 2010 年代の9 

横ばいを脱し 減少傾向に転じ ている 。  10 

地域別でみる と 、 都内の一般廃棄物最終処分量のほと んどが区部で発生し た一般廃棄物であ11 

る が、 ３ Ｒ の進展に加え、 近年焼却灰の再資源化を進めており 、 最終処分量は着実に減少し て12 

いる 。 ま た、 多摩地域の 26 市３ 町１ 村のう ち 25 市１ 町が加盟する 東京たま 広域資源循環組合13 

では、 家庭ごみの有料化やリ サイ ク ルの徹底と と も に、 焼却灰・ 飛灰をエコ セメ ント 原料と し14 

て利用する こ と によ り 、 2018（ 平成 30） 年度から 一般廃棄物の最終処分量ゼロ を達成し ている15 

関係で、 多摩地域の最終処分量はほぼゼロ と なっている 。  16 

 17 

都内一般廃棄物の再生利用率の推移 

都内一般廃棄物の最終処分量の推移 
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■ 一般廃棄物の処理体制 1 

一般廃棄物の処理体制構築や施設整備については、 廃棄物処理法上の処理責任を有する 区市2 

町村を中心に行っており 、 区市町村等や民間処理業者が設置する ごみ処理施設の処理能力は施3 

設建替等によ る 変動はある も のの概ね横ばい傾向にあり 、 処理能力と いう 点では十分な能力を4 

確保し ている 。  5 

処理施設は一度建設する と 数十年にわたり 稼働する ため、 廃棄物処理・ リ サイ ク ルに係る 中6 

長期的な方向性を見極める 必要があり 、 特に資源循環の進展に伴う 資源化施設整備や、 社会構7 

造の変化に伴う 一般廃棄物処理の広域化、 処理施設の集約化については重点的に検討する こ と8 

が重要である 。  9 

なお、民間処理業者が設置する 破砕・ 不燃・ 資源ごみ処理施設が 2011（ 平成 23） 年度から 201310 

（ 平成 25） 年度にかけ急増し ている が、 こ れは災害廃棄物の処理能力増強に向け、 建設廃棄物11 

を処理する 一部産業廃棄物処理施設に対し 一般廃棄物も 処理でき る よ う 許可さ れたためである 。 12 

 13 

  14 

■ 産業廃棄物排出量 15 

都内の 2023（ 令和５ ） 年度における 産業廃棄物排出量は約 2, 650 万ト ンと なっており 、 総発16 

生量はコ ロ ナ影響の色濃い 2020（ 令和２ ）年度も 含め、各年度で増減を繰り 返し ている も のの、17 

概ね 2, 600 万ト ン前後で推移し ている 。  18 

種類別では、下水処理に伴い排出さ れる 下水汚泥が最も 多く 、全体の半数以上を占めている 。19 

次いで、 がれき 類が約２ 割、 建設汚泥が約１ 割と なっており 、 下水汚泥を除く と 、 都内から 排20 

出さ れる 産業廃棄物には建設工事から 排出さ れる 建設廃棄物が多く を占めている 。  21 

 22 

 23 

区市町村等が設置する 都内ごみ処理施設処理能力の推移 民間処理業者が設置する 都内ごみ処理施設処理能力の推移 

都内産業廃棄物の種類別排出量の推移 
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■ 産業廃棄物再生利用量 1 

都内の 2023（ 令和５ ） 年度における 産業廃棄物再生利用量は約 980 万ト ンと なっており 、 コ2 

ロ ナ影響の色濃い 2020（ 令和２ ） 年度を除き 、 近年、 再生利用量全体は横ばい傾向で推移し て3 

いる 。  4 

種類別では、 建設副産物のリ サイ ク ル施策やグリ ーン購入の推進等によ り 、 建設工事によ り5 

排出さ れる がれき 類、 建設汚泥など の建設廃棄物の再生利用量が多く なっている が、 建設廃棄6 

物の再生利用については、 十分に再資源化がなさ れている 一方で、 道路等の需要の減少によ り7 

再生砕石の滞留リ ス ク が顕在化する など、 再生材の利用が進んでいない実態がある こ と に留意8 

が必要である 。  9 

 10 

 11 

■ 産業廃棄物最終処分量 12 

都内の 2023（ 令和５ ） 年度における 産業廃棄物最終処分量は約 52 万ト ンと なっており 、コ ロ13 

ナ影響によ る 増減はある も のの、 総じ て減少傾向で推移し ている 。  14 

種類別では、 過年度でみる と ト ンネル掘削工事や建築く い打ち工事等で排出さ れる 建設汚泥15 

の削減が著し く 、 近年では混合廃棄物やガラ ス ・ 陶磁器く ずの割合が大き く なっている 。  16 

 17 

 18 

都内産業廃棄物の再生利用量等の推移 

都内産業廃棄物の種類別最終処分量の推移 
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■ 産業廃棄物の処理体制 1 

廃棄物処理法上、 産業廃棄物の処理責任は排出事業者に課さ れており 、 排出事業者はその多2 

く を民間処理業者に委託し ている 。 都内の産業廃棄物処理能力はいずれの施設種別も 横ばい傾3 

向にある 状況にある 。  4 

都は都内処理の質・ 量の向上に向け、 ス ーパーエコ タ ウ ン事業をはじ めと する 各種取組を展5 

開し ており 、 産業廃棄物処理は他県の施策動向と も 関わる 政策的な課題である が、 資源循環の6 

更なる 進展を図る ためにも 、 都内における 産業廃棄物処理の一層の高度化を進めていく 必要が7 

ある 。  8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

民間処理業者が設置する 都内産業廃棄物処理施設処理能力の推移 
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２  都内廃棄物の将来推計 1 

■ 将来推計シナリ オ 2 

都内から 排出さ れる 一般廃棄物・ 産業廃棄物について、 2035（ 令和 17） 年度ま での排出量、3 

再生利用量（ 率） 、 最終処分量を以下の３ つのシナリ オに基づき 推計し た。  4 

なお、第３ 章では、基本対策シナリ オ及び対策強化シナリ オをま と めて「 施策効果一覧」 と し5 

て記載し ている 。  6 

 7 

● ベース シナリ オ 8 

直近の排出・ 処理実績をも と に、各種別の特性を踏ま えつつ将来人口、 実質Ｇ Ｄ Ｐ 成長率9 

から 後年度の推移を試算し た場合を「 ベース シナリ オ」 と し 、 将来推計を実施し た。  10 

具体的には、 一般廃棄物は、 直近実績を排出区分別（ 可燃ごみ、 不燃ごみ、 資源ごみ、 粗11 

大ごみ等） 、 排出形態別（ 生活系、 事業系） 、 地域別（ 区部、 多摩地域、 島し ょ 地域） に、12 

産業廃棄物は、 直近実績を業態別（ 製造業、 建設業、 上下水道業、 その他産業） 等に、 それ13 

ぞれ分類し 、 分類し た実績をも と に、 都民生活と 関連の深い廃棄物項目は都の人口推計を、14 

経済活動と 関連の深い廃棄物項目は実質Ｇ Ｄ Ｐ 成長率を用いる こ と など によ り 、「 ベースシ15 

ナリ オ」 の後年度推計を実施し た。  16 

 17 

● 基本対策シナリ オ 18 

ベース シナリ オをも と に、 プラ ス チッ ク 削減プロ グラ ムや東京都食品ロ ス 削減推進計画19 

など、 都の既往計画等で掲げる 以下の施策効果（ 主と し て 2030 年目標） を盛り 込み、 「 基20 

本対策シナリ オ」 と し て後年度推計を実施し た。  21 

なお、「 2050 東京戦略」 で掲げる 2035（ 令和 17） 年度に向けた各種施策目標については、22 

「 対策強化シナリ オ」 に盛り 込むこ と と し た。  23 

 24 

  25 

基本対策シナリ オで盛り 込む各種施策・ 取組目標 
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● 対策強化シナリ オ 1 

ベース・ 基本対策シナリ オをも と に、 当計画に基づき 今後強化・ 加速を図る 取組の施策効2 

果等を勘案し 、「 対策強化シナリ オ」 と し て後年度推計を実施し た。 対策強化シナリ オに盛3 

り 込む施策効果等は、 「 2050 東京戦略」 で掲げる 2035（ 令和 17） 年度に向けた各施策目標4 

や、こ れま での審議結果を踏ま え将来推計全体への反映が可能な項目など、下表の７ 項目と5 

し た。  6 

■ 一般廃棄物排出量の推計結果 7 

都内の一般廃棄物に係る 将来排出量は、 ベース シナリ オでは、 人口増減等に伴い排出量が増8 

減し 、 2030（ 令和 12） 年度 417 万ト ン、 2035（ 令和 17） 年度 418 万ト ンになる と 推計さ れた。 9 

一方で、 基本対策シナリ オでは、 プラ ス チッ ク 焼却量及び食品ロ ス の削減によ り 減少傾向と10 

なり 、 2030（ 令和 12） 年度、 2035（ 令和 17） 年度と も 404 万ト ンになる と 見込ま れた。 ま た、11 

対策強化シナリ オでは、 プラ ス チッ ク 対策や食品ロ ス 対策をはじ めと する 重点対策分野の施策12 

進展や、家庭ごみ対策の強化などによ り 減少傾向が加速し 、2030（ 令和 12） 年度に 368 万ト ン、13 

2035（ 令和 17） 年度に 358 万ト ンになる と 見込ま れた。  14 

 15 

対策強化シナリ オで盛り 込む各種施策・ 取組目標 

一般廃棄物排出量の推計結果 
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■ 一般廃棄物再生利用量（ 率） の推計結果 1 

都内の一般廃棄物に係る 将来再生利用量（ 率） は、ベース シナリ オでは、人口増減等に伴い再2 

生利用量が増減し 、 2030（ 令和 12） 年度、 2035（ 令和 17） 年度と も 104 万ト ン（ 25％） になる3 

と 推計さ れた。  4 

一方で、基本対策シナリ オでは、プラ ス チッ ク 及び焼却灰等の資源化で増加傾向と なり 、20305 

（ 令和 12） 年度 120 万ト ン（ 30％） 、 2035（ 令和 17） 年度 121 万ト ン（ 30％） になる と 見込ま6 

れた。 ま た、 対策強化シナリ オでは、 プラ ス チッ ク 対策や食品ロ ス 対策をはじ めと する 重点対7 

策分野の施策進展や、分母側である 一般廃棄物排出量の削減によ り 量・ 率と も 増加傾向と なり 、8 

2030（ 令和 12） 年度 136 万ト ン（ 37％） 、 2035（ 令和 17） 年度 140 万ト ン（ 40％） になる と 見9 

込ま れた。  10 

■ 一般廃棄物最終処分量の推計結果 11 

都内の一般廃棄物に係る 将来最終処分量は、 ベース シナリ オでは概ね横ばいで推移し 、 203012 

（ 令和 12） 年度、 2035（ 令和 17） 年度と も 19. 0 万ト ンになる と 推計さ れた。  13 

一方で、 基本対策シナリ オでは、 焼却灰等の資源化によ り 減少傾向と なり 、 2030（ 令和 12）14 

年度 12. 7 万ト ン、 2035（ 令和 17） 年度 11. 4 万ト ンになる と 見込ま れた。 ま た、 対策強化シナ15 

リ オでは、排出量削減及び再生利用量の増加によ り 減少傾向が加速し 、2030 年度 10. 4 万ト ン、       16 

2035 年度 8. 4 万ト ンになる と 見込ま れた。  17 

 18 

一般廃棄物再生利用量（ 率） の推計結果 

一般廃棄物最終処分量の推計結果 
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■ 産業廃棄物排出量の推計結果 1 

都内の産業廃棄物に係る 将来排出量は、 ベース シナリ オでは、 実質Ｇ Ｄ Ｐ 成長率の増加等に2 

伴い微増で推移し 、 2030（ 令和 12） 年度 26, 863 千ト ン、 2035（ 令和 17） 年度 27, 012 千ト ンに3 

なる と 推計さ れた。  4 

一方で、 基本対策シナリ オでは、 プラ ス チッ ク 焼却削減効果によ る 排出削減は微量にと ど ま5 

り 、 2030（ 令和 12） 年度 26, 860 千ト ン、 2035（ 令和 17） 年度 27, 009 千ト ンになる と 見込ま れ6 

た。 ま た、 対策強化シナリ オでは、 プラ ス チッ ク 対策の進展によ り 2030（ 令和 12） 年度 26, 8577 

千ト ン、 2035（ 令和 17） 年度 27, 005 千ト ンになる と 見込ま れた。  8 

 9 

■ 産業廃棄物再生利用量（ 率） の推計結果 10 

都内の産業廃棄物に係る 将来再生利用量（ 率） は、ベース シナリ オでは、排出量と 同様に微増11 

で推移し 、 2030（ 令和 12） 年度 986 万ト ン（ 37％）  、 2035（ 令和 17） 年度 988 万ト ン（ 37％）12 

になる と 推計さ れた。  13 

一方で、 基本対策シナリ オでは、 プラ ス チッ ク の再資源化によ る 再生利用量増加は微量にと14 

ど ま り 、 2030（ 令和 12） 年度 987 万ト ン（ 37％）  、 2035（ 令和 17） 年度 989 万ト ン（ 37％）15 

になる と 見込ま れた。 ま た、 対策強化シナリ オでは、 建設リ サイ ク ルの進展によ り 、 2030 年度16 

1, 007 万ト ン（ 37％）  、 2035 年度 1, 009 万ト ン（ 37％） になる と 見込ま れた。  17 

 18 

産業廃棄物排出量の推計結果 

産業廃棄物再生利用量（ 率） の推計結果 
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■ 産業廃棄物最終処分量の推計結果 1 

都内の産業廃棄物に係る 将来最終処分量は、 ベース シナリ オでは、 排出量と 同様に微増で推2 

移し 、2030（ 令和 12） 年度 52. 6 万ト ン、2035（ 令和 17） 年度 52. 9 万ト ンになる と 推計さ れた。3 

ま た、 基本対策シナリ オでは、 ベース シナリ オと の差異はみら れなかった。  4 

一方で、対策強化シナリ オでは、建設リ サイ ク ルの進展によ り 最終処分量が低減し 、2030（ 令5 

和 12） 年度 32. 6 万ト ン、 2035（ 令和 17） 年度 32. 9 万ト ンになる と 見込ま れた。  6 

 7 

■ 都内廃棄物の将来推計結果ま と め 8 

以上を踏ま えた都内廃棄物の将来推計結果は、 下表のと おり である 。  9 

 10 
都内廃棄物の将来推計結果のま と め 

産業廃棄物最終処分量の推計結果 
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３  東京のマテリ アルフロ ー 1 

■ 概要 2 

持続可能な資源利用の実現に向け、 資源の採掘から 使用・ 消費・ 廃棄に至る ま での資源の利3 

用状況を定量的に示すため、 東京における マテリ アルフロ ー（ 以下「 東京マテリ アルフロ ー」4 

と いう 。 ） を経年にわたり 作成し た。  5 

ま た、 東京における 資源効率性等の状況を概括的に把握する ため、 資源生産性や循環利用率6 

などの資源循環指標についても 推計を実施し た。  7 

■ 作成方法 8 

東京マテリ アルフ ロ ーの作成に当たり 、 東京への資源流入（ 入口側） と 東京から の資源流出9 

（ 出口側） の状況を表すため、 ま ず、 下表のと おり 物質の類型化を実施し た。  10 

次に、 我が国の各種統計等から 都に関係する データ を取得し た。 ただし 、 都の単独データ が11 

存在し ない場合は、 原単位法によ り 都の活動量を対象物質に係る 原単位に乗じ て推計する こ と12 

と し 、 原単位法によ る 推計も 難し い場合には、 全国データ を活動量に関連する データ 等で按分13 

し 、 推計を実施し た。  14 

 15 

■ 推計結果 16 

既存統計を基に作成可能な最新年度である 2021（ 令和３ ） 年度の東京マテリ アルフロ ーの推17 

計結果を以下に示す。  18 

なお、 国が作成し ている マテリ アルフロ ーでは、 蓄積純増や消費等を計上する こ と で、 マテ19 

リ アルフロ ーの入口と 出口の物量を一致さ せている 。 し かし 、 今回作成し た東京マテリ アルフ20 

ロ ーでは、資源効率性を把握する 観点から 、資源の循環状況を把握する こ と を目的と し ており 、21 

蓄積純増やエネルギー消費以外の消費を考慮し ていないこ と から 、 入口及び出口の物量が一致22 

し ていないこ と に留意する 必要がある 。  23 

物質類型の定義 
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 1 

■ 資源循環指標の経年推移 2 

次に、 2011（ 平成 23） 年度から 2021（ 令和３ ） 年度にかけての資源循環指標の経年推移は以3 

下のと おり である 。  4 

各資源循環指標と も 、 中期的に概ね向上傾向をみせており 、 引き 続き 各施策の強化・ 進展を5 

図る こ と によ り 、 東京における 一層の資源循環を促進し ていく べき である 。  6 

 7 

 8 

 9 

 10 

東京マテリ アルフ ロ ーの推計（ 2021（ 令和３ ） 年度）  

資源循環指標の経年推移 
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４  当計画で設定する 指標の現況等 1 

第３ 章で示し た各指標（ 計画目標及びマテリ アルフロ ー関係を除く ） に係る 現況等は以下の2 

と おり である 。  3 

なお、 各数値はいずれも 都調べであり 、 今後の施策検討及び調査分析の過程で変動可能性が4 

ある 。  5 

 6 当計画で設定する 指標の現況等 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 
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５  計画策定の根拠 1 

当計画は、 廃棄物処理法の規定に基づき 策定し ている 。  2 

 3 

（ 都道府県廃棄物処理計画）   4 

第五条の五 都道府県は、 基本方針に即し て、 当該都道府県の区域内における 廃棄物の減量そ5 

の他その適正な処理に関する 計画（ 以下「 廃棄物処理計画」 と いう 。 ） を定めなければなら6 

ない。  7 

２  廃棄物処理計画には、 環境省令で定める 基準に従い、 当該都道府県の区域内における 廃棄8 

物の減量その他その適正な処理に関し 、 次に掲げる 事項を定める も のと する 。  9 

一 廃棄物の発生量及び処理量の見込み 10 

二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する 基本的事項 11 

三 一般廃棄物の適正な処理を確保する ために必要な体制に関する 事項 12 

四 産業廃棄物の処理施設の整備に関する 事項 13 

五 非常災害時における 前三号に掲げる 事項に関する 施策を実施する ために必要な事項 14 

３  都道府県は、 廃棄物処理計画を定め、 又はこ れを変更し よ う と する と き は、 あら かじ め、15 

環境基本法（ 平成五年法律第九十一号） 第四十三条の規定によ り 置かれる 審議会その他の16 

合議制の機関及び関係市町村の意見を聴かなければなら ない。  17 

４  都道府県は、 廃棄物処理計画を定め、 又はこ れを変更し たと き は、 遅滞なく 、 こ れを公表18 

する よ う 努めなければなら ない。  19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 
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１  プラ ス チッ ク 資源循環を巡る 状況 1 

( 1)  国内外の動向 2 

都は、 2050（ 令和 32） 年 CO₂ 実質ゼロ の持続可能なプラ ス チッ ク 利用の実現に向けた基本的3 

考え方と 施策を提示し た「 プラ ス チッ ク 削減プロ グラ ム」 を 2019（ 令和元） 年に策定し た。 そ4 

の中では、家庭と 大規模オフィ ス ビルから 排出さ れる プラ ス チッ ク の焼却量を、2030（ 令和 12）5 

年度ま でに 2017（ 平成 29） 年度比で 40％削減する こ と を目標に掲げ、 使い捨てプラ ス チッ ク6 

の抑制や循環利用の高度化に向けた各種施策を展開し ている 。  7 

こ の間、 国内外では、プラ ス チッ ク 資源循環を巡る 動き が加速し ている 。 EUなど先進諸国を8 

中心に、 プラ ス チッ ク 製品の設計段9 

階から の規制や、 再生材の使用義務10 

化、 汚染対策のための国際条約交渉11 

なども 進めら れてき た。 国内でも 、12 

2022（ 令和４ ） 年に施行さ れた「 プ13 

ラ ス チッ ク 資源循環促進法」 をはじ14 

めと し て、 プラ ス チッ ク 排出抑制や15 

回収・ 再資源化のための法的枠組の16 

整備が進展し 、 循環経済への移行に17 

向け、 我が国は大き な転換点を迎え18 

ている 。  19 

 20 

( 2)  2035（ 令和 17） 年度目標の設定と 施策の強化 21 

都内の家庭と 大規模オフィ ス ビルから 排出さ れる プラ ス チッ ク の焼却量は、 2023（ 令和５ ）22 

年度時点で約 70 万ｔ である 。 新型コ ロ ナウ イ ルス の防疫的な観点の影響も あったと 思料さ れ23 

る も のの、 2017（ 平成 29） 年度から ほぼ横ばいの状況が続いている 。 都は 2025（ 令和７ ） 年３24 

月に、 「 2050 東京戦略」 において、 2035（ 令和 17） 年度ま でに 2017（ 平成 29） 年度比でこ れ25 

を 50％削減する 新たな中期26 

目標を設定し た。 2030（ 令和27 

12） 年度・ 2035（ 令和 17） 年28 

度の各中期目標、 ひいて は29 

2050（ 令和 32） 年度長期目標30 

の達成に向けては、施策の更31 

なる 強化・ 加速化が不可欠で32 

ある 。  33 

 34 

CO₂ 実質ゼロ のプラ ス チッ ク 利用の姿 

カーボン ク ロ ーズド サイ ク ル 
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２  施策の強化の方向性 1 

以上を踏ま え、 本章では、 こ れま で都が実施し てき た施策について、 それぞれの現状と 課題を2 

振り 返り 、 今後の強化の方向性を示す。  3 

( 1)  家庭系廃プラ ス チッ ク 資源循環の推進 4 

２ Ｒ を基調と し た社会に向けては、 ラ イ フサイ ク ルの上流でのリ デュ ース 、 リ ユース の取組5 

を徹底し ていく 。 加えて、 喫緊の対策と し て、 各自治体での分別収集の拡大・ 収集量底上げに6 

向けた更なる 取組強化や、 プラ ス チッ ク 製の粗大ごみ等の水平リ サイ ク ルを推進し ていく 。  7 

■ ２ Ｒ ビジネス （ CtoC、 BtoC） の普及拡大 8 

オンラ イ ン市場を中心と し た衣類や家具等のリ ユース 取引や、 傘やモビリ ティ などのシェ ア9 

リ ングは、 近年、 多様化・ 拡大し ている 。 その他、 中古品販売や修理、 アッ プサイ ク ルの取組10 

や、 シェ アリ ングステーショ ンを公共施設等に設置する 取組も 進んでいる 。  11 

一方、 仕組みやメ リ ッ ト についての情報不足や、 デジタ ル機器に不慣れな層の利用し づら12 

さ 、 手間を惜し む心理なども あり 、 いま だ普及拡大の余地が残る 。 ま た、 不用品の買取り と は13 

別に、 処理・ 処分を依頼する 際に、 無許可事業者によ る 回収時のト ラ ブル事例も 発生し てい14 

る 。  15 

今後は、 ２ Ｒ ビジネス 活用などを奨励する と16 

と も に、 利用のサポート につながる 情報発信・17 

啓発の強化に加え、 こ のよ う な取組を行う 自治18 

体の後押し を強めていく べき である 。 こ れに併19 

せて、 適正なごみ処分ルールの周知や無許可事20 

業者に関する 注意喚起も 行い、 安心し て利用で21 

き る 環境を整え、 社会定着を図っていく べき で22 

ある 。  23 

■ 自治体が主導する リ ユース の取組の拡大 24 

都はこ れま で、 地域イ ベント でのリ ユース 容器利用など、 都内自治体のプラ ス チッ ク ２ Ｒ の25 

取組を支援し てき た。  26 

都内自治体がごみと し て出す前にリ ユース を促進27 

する ため、 リ ユース事業者等と 連携し た各種物品の28 

回収・ 再販、 粗大ごみの修理再販等の取組が進みつ29 

つある 。  30 

一方、 こ う し た事業を安定的に運用する には、 選31 

別修理や発送等に係る 負担が課題になっている 。 ま32 

た、 回収拠点増等によ る 住民の利便性向上や、 再販33 

率の向上の工夫も 重要である 。  34 

リ ユース 市場の推移と 予測 
     リ ユース 経済新聞 HP 

リ ユース 事業者と 連携し た取組 
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今後は、 プラ ス チッ ク に限ら ず、 幅広い製品のリ ユースの取組を強化し よ う と する 自治体を1 

後押し する 枠組を検討する と と も に、 自治体同士の知見共有や事業者と の連携促進、 住民への2 

広報強化を促進し ていく べき である 。  3 

■ 家庭ごみ容器包装プラ ス チッ ク ・ 製品プラ ス チッ ク の分別収集 4 

都はこ れま で、 削減目標の対象である 焼却量約 70 万ｔ （ 2017（ 平成 29） 年度） の大半が家5 

庭系廃プラ ス チッ ク である こ と を踏ま え、 自治体に対し て、 優良事例の共有や財政的支援等に6 

よ り 、 プラ ス チッ ク の分別収集と リ サイ ク ルを強力に後押し し てき たと こ ろである 。  7 

一方で、 製品プラ ス チッ ク は分別収集量が増える につれて、 自治体の財政負担が増加する 構8 

造的な課題がある こ と や、 資源化可能な多少汚れている 容器包装プラ ス チッ ク も 可燃ごみ等に9 

混入し ている 場合が多いなど、 更なる 分別収集量の拡大に向けた対応が必要である 。 ま た、 区10 

部と 多摩地域では一人当たり のプラ ス チッ ク の焼却量やリ サイ ク ル量に大き な開き がある 。  11 

今後は、 家庭における 排出抑制には、 ま ず、 ワ ンウ ェ イ プラ ス チッ ク 製品の受取辞退やリ ユ12 

ース ・ シェ アリ ング等の利用促進等に向けた一層の啓発強化が重要と なる 。  13 

その上で、 経済的イ ンセンティ ブが働く 形で排出抑制やプラ ス チッ ク の分別レ ベルの向上に14 

も 資する 家庭ごみ有料化の検討や、 プラ ス チッ ク 資源循環法に基づく 再商品化計画の大臣認定15 

制度の活用等、 各自治体が３ Ｒ を進める ための様々な枠組の検討を促進すべき である 。  16 

ま た、 各自治体のプラ ス チッ ク の回収・ リ サイ ク ルの状況等を経年で分析する こ と によ り 、17 

排出量、 リ サイ ク ル量等から 焼却量の削減に向けた有効な施策を見いだし 、 特に、 多摩地域で18 

のプラ ス チッ ク の焼却量が少ない自治体の優良な取組等を横展開し ていく べき である 。 加え19 

て、 自治体ごと の各種施策、 分別レベル、 容器包装や製品などの種別、 排出量の情報等を、 プ20 

ラ ス チッ ク のリ サイ ク ル施設の広域化・ 集約化に向けた取組にフィ ード バッ ク する と と も に、21 

効率的な施設整備・ 運営につなげていく べき である 。  22 

さ ら に、 プラ ス チッ ク の分別回収・ リ サイ ク ルの実施に当たっては、 近年急増し ている リ チ23 

ウ ムイ オン電池使用製品がプラ ス チッ ク ごみに混入し 、 収集運搬や処理過程での火災事故が多24 

発し ている こ と から 、 リ チウ ムイ オン電池25 

使用製品の適切な分別・ 廃棄方法について26 

も 、 一体的に普及啓発を展開し ていく べき27 

である 。  28 

こ れら の取組に加え、 高度処理施設の導29 

入支援等を通じ て、 こ れま で資源化に適さ30 

なかった性状の汚れたプラ ス チッ ク の資源31 

化手法を確立する など 、 資源化率の更なる32 

向上を図っていく べき である 。  33 

  34 

一人当たり の家庭系プラ 焼却量等の状況（ 2023（ 令和５ ） 年度）  
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

■ 製造・ 販売事業者等によ る 自主回収拡大 16 

拡大生産者責任の下、 製造者や小売業者によ る 店17 

頭回収・ 自主回収の取組が進んでいる 。 都において18 

も 、 業界団体や事業者と 連携し 、 ペッ ト ボト ルのボ19 

ト ル to ボト ルや衣類の繊維 to 繊維に係る 実証事業20 

等を進めてき た。  21 

ま た、 店頭では、 比較的き れいに分別さ れ、 洗浄 22 

さ れている プラ ス チッ ク 容器包装等が回収さ れてい23 

る 一方で、 店舗によ って回収品目が異なっており 、24 

住民から する と 利用し やすさ に差がある 。 ま た、 容器包装リ サイ ク ル法では、 容器包装の製25 

造、 輸入、 利用等を行う 事業者にリ サイ ク ル費用等の負担が義務付けら れている 。 一方で、 店26 

舗等で自主回収し た分については負担軽減の措置はある も のの、 保管・ 処理費等の負担がそれ27 

を上回る こ と があり 十分でない。  28 

今後は、 店舗での回収品目の公開などによ り 取組を奨励する こ と や、 中小規模店舗等を含む29 

広域回収ルート の構築等によ り 、 実施品目・ 店舗の拡大やルート 多様化を図っていく べき であ30 

る 。 加えて、 自主回収事業者等に対する 更なる 負担の軽減について、 国への提案も 行っていく31 

べき である 。  32 

■ プラ ス チッ ク 製の粗大・ 不燃ごみ等の水平リ サイ ク ル 33 

破損・ 経年劣化等でリ ユース に適さ ない使用済みプラ スチッ ク 製品に係る 粗大・ 不燃ごみに34 

ついては、 水平リ サイ ク ルを進める 必要がある 。  35 

回収ボッ ク ス イ メ ージ 
（ ス ーパーマーケッ ト ラ イ フ HP）  

 Colum n 家庭ごみの有料化に合わせた容器包装プラ ス チッ ク 資源化の事例 -小平市- 

小平市では、 平成 30（ 2018） 年度ま で、 容器包装プラ ス チッ ク （ ペッ ト ボト ルや白色ト レ ー等を除

く 。 ） をごみと し て収集し ていた。  

出典： 「 東京都区市町村清掃事業年報」 をも と に作成 

小平市のごみ収集量及びプラ ス チッ ク 資源化量の推移 

東大和市と 武蔵村山市と 合同で構成し て

いる 一部事務組合において、 令和元

（ 2019） 年度から 資源物中間処理施設を

集約化し たこ と に合わせ、 家庭ごみ収集を

有料化し 、 全ての容器包装プラ ス チッ ク に

ついても 資源物と し て分別収集を開始し

た。 その際、 分別のイ ンセンティ ブが働く

よ う 、 容器包装プラ ス チッ ク の収集袋の料

金を可燃ごみや不燃ごみと 比較し て低額に

設定し た。  

こ う し た取組の結果、 可燃ごみと 不燃ご

みの収集量が全体で約 19％削減、 ま たプ

ラ ス チッ ク の資源化量は約 2.3 倍に増加す

る など、 ごみの総量排出抑制と 分別促進、

資源化量増加につながった。  
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都はこ れま で、 素材が均質かつ排出量が多い衣装ケースやポリ エス テル製布団等の水平リ サ1 

イ ク ルの実証事業を進め、 社会実装を後押し し てき た。  2 

こ う し た取組には、 自治体での保管場所の確保や車両の確保等が必要と なる ため、 粗大ごみ3 

等をき れいな状態で破損等を防止する ための梱包・ 保管の工夫や、 適切な回収頻度の設定、 広4 

域ルート 等の構築によ り 、 回収量を増やし 、 採算性を向上さ せる こ と が重要である 。  5 

今後は、 衣装ケース や布団等については、 よ り 多く の自治体が参加し て、 ス ケールメ リ ッ ト6 

を生かし 、 複数の広域ルート 化を図ってい7 

く べき である 。 ま た、 プラ ス チッ ク 素材が8 

同質な品目については、 衣装ケース 等と 併9 

せて回収を開始する など、 対象品目の拡大10 

も 含め、 資源化の拡大を促進し ていく べき11 

である 。  12 

  13 

多く 出さ れる 粗大ごみ（ 2023（ 令和５ ） 年度・ 区部）  
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( 2)  事業系廃プラ ス チッ ク 資源循環の推進 1 

東京に数多く 存在する 大規模オフィ ス 等においては、 ２ Ｒ ・ 水平リ サイ ク ルを導入し ていく2 

こ と が重要である 。 併せて、 事業系廃プラ ス チッ ク 全般の包括的な資源循環に向け、 リ サイ ク3 

ル実態のト レ ーサビリ ティ 確保や事業者等への普及啓発にも 取り 組むべき である 。  4 

■ 大規模オフィ ス等における ２ Ｒ ビジネス の導入拡大 5 

都はこ れま で、オフィ ス や商業施設においてマイ ボト ルやリ ユース 容器導入を促進する など、6 

２ Ｒ ビジネス の芽の創出と 普及拡大に向け、 事業者や企業間連携の支援を進めてき た。  7 

一方で、 初期投資や輸送コ ス ト の負担から 、 導入店舗等が限定的になる など、 普及には至っ8 

ていない。  9 

今後は、 マイ ボト ルの促進につながる 給水ス ポッ ト の認知度の向上や、10 

ビル全体でのリ ユース 容器の共同利用等、 採算性と 利便性を両立する よ11 

う な取組を促進する と と も に、リ ユース 容器等に限ら ず、プラ ス チッ ク 製12 

品でも ある オフ ィ ス 什器や用品等へ取組を拡大でき る よ う 事業者の取組13 

を後押し すべき である 。  14 

加えて、 事業者等の新規参入を後押し する 情報発信やマッ チング機会15 

の提供、 新たなビジネス の構築に向けたプッ シュ 型でのサポート 等を強16 

化し ていく べき である 。  17 

■ 大規模オフィ ス等の廃プラ ス チッ ク 水平リ サイ ク ルの促進 18 

都は、 ２ Ｒ に取り 組み、 それでも なお排出さ れる プラ ス チッ ク ごみについては、 水平リ サイ19 

ク ルへの切替えを促進し ている 。 アパレ ル店等の衣料品カバーの水平リ サイ ク ルの取組がプラ20 

ス チッ ク 資源循環法の大臣認定を受ける など、 一部の支援事例においては社会実装化も 進展し21 

つつある 。  22 

こ のよ う な中でも 、 大規模オフィ ス ビル等から の弁当がら を含むプラ ス チッ ク は、 自治体が23 

各家庭から 収集運搬し て回収する 容器包装・ 製品プラ ス チッ ク の量と 比べて、 各事業所・ テナ24 

ント 等の排出量が少なく 採算がと れないこ と や、 テナント ビル全体で取り 組むには、 多数の利25 

害関係者と の合意形成が難し いこ と が障壁と なっている 。 さ ら に、 再生利用（ リ サイ ク ル） で26 

き る も のであっても 安易に熱回収（ サーマルリ サイ ク ル） と し ている こ と も 多い。  27 

今後は、 排出実態や再資源化事業者等の情28 

報の見える 化によ り 水平リ サイ ク ルへの切替29 

えに向けた環境を整える と と も に、例えば、大30 

規模ビルのテナント 会議等へ講師を派遣し 、31 

再資源化に資する ペッ ト ボト ルなど オフ ィ ス32 

から 出る 廃プラ ス チッ ク の分別方法など を講33 

義する こ と や、 事業所全体での分別ルールや34 

課金方法の変更等の合意形成を伴走型で支援35 

する こ と など によ り 、 取組を後押し し ていく36 

テイ ク アウ ト 用リ ユース 容器のシェ アリ ングサービス  

オフ ィ ス プラ 水平リ サイ ク ル実証 
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べき である 。 加えて、 海外での大都市の事例も 参考にし ながら 、 高度な３ Ｒ を実現し ている ベ1 

ス ト プラ ク ティ ス な好事例を創出し て、 横展開を図っていく べき である 。  2 

ま た、 区部ではオフィ ス ビル等から 排出さ れる プラ ス チッ ク 製の弁当がら 等も 比較的手数料3 

の安い事業系一般廃棄物と し て、 中防不燃ごみ処理施設に出すこ と ができ る 状況にある が、 排4 

出事業者に対し ては、 産業廃棄物と し ての取扱いに切り 替え、 水平リ サイ ク ルへの取組を促進5 

し ていく べき である 。  6 

■ ３ Ｒ アド バイ ザー事業の強化 7 

都は、 専門的な知見を有する アド バイ ザーが区市町村と も 連携し ながら 、 事業所を訪問し 、8 

診断・ 助言を行う ３ Ｒ アド バイ ザー事業を展開し ている 。 そこ では、 プラ ス チッ ク に限ら ず、9 

紙や食品廃棄物等の廃棄物全般を対象に、 大規模事業所の３ Ｒ のレ ベルアッ プに向けた取組を10 

促し てき た。  11 

一方、 都内では数多く の事業所が活動し ている こ と から 、 よ り 多く の事業所に対し て、 効率12 

的に助言等を行っていく こ と が課題と なっている 。 ま た、 再生利用（ リ サイ ク ル） でき る 廃プ13 

ラ ス チッ ク についても 、 熱回収（ サーマルリ サイ ク ル） さ れている こ と が多く 、 焼却量の削減14 

効果は可視化でき ていないのが現状である 。  15 

今後は、 Ｗｅ ｂ 上での自己診断ツ ールやオンラ イ ン相談窓口を活用し て、 各事業所が自主的16 

に３ Ｒ の取組を 進めら れる 仕組みを 整えてい17 

く べき である 。 ま た、 危険性が高いリ チウ ムイ18 

オン 電池内蔵製品の分別を 徹底さ せる と と も19 

に、 実際の処理や再資源化プロ セス を見える 化20 

する こ と によ り 、 弁当がら を含む廃プラ ス チッ21 

ク については、 マテリ アルリ サイ ク ルなどの高22 

度な処理への切替えを促すほか、 紙素材への転23 

換促進を図っていく べき である 。  24 

■ 都における 率先行動の横展開 25 

都は、 大規模な排出者である 都自ら の率先的な行動と し て、 ワ ンウ ェ イ プラ ス チッ ク の削減26 

やイ ベント でのリ ユース 容器利用、 職員のマイ ボ27 

ト ル利用、 本庁舎でのペッ ト ボト ルや廃プラ ス チ28 

ッ ク の水平リ サイ ク ル等に取り 組んでいる 。  29 

一方で、 出先事業所にも 高度リ サイ ク ルを拡大30 

する 場合、 民間事業所と 同様に、 少量排出が課題31 

と なる 。 ま た、 こ う し た３ Ｒ の取組を都庁内だけ32 

で終わら せず、 民間事業所等へ横展開し ていく こ33 

と も 重要である 。  34 

今後は、 ２ Ｒ の取組を全庁的に進める と と も35 

に、 「 東京都グリ ーン購入ガイ ド 」 も 活用し た高36 

大規模オフ ィ ス ビルの再生利用率ベンチマーク （ 2022（ 令和４ ） 年度）  

リ サイ ク ルルームの掲示物（ 都庁舎）  
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度リ サイ ク ルの全庁展開や、 複数の出先事業所を一括し た回収ルート の構築の検討を行い、 得1 

ら れた知見や成果を広く 情報発信する こ と で、 民間事業所での取組も 促すべき である 。  2 

■ 産業廃棄物プラ ス チッ ク の水平リ サイ ク ルルート の見える 化 3 

都の焼却削減目標は、 家庭と 大規模オフィ ス を対象と し ている が、 資源循環の取組を深化さ4 

せていく 上では、 その他の事業所・ 施設や建設廃棄物等の廃プラ ス チッ ク 対策にも 積極的に取5 

り 組むこ と が重要である 。  6 

ま た、 再資源化事業者においては、 設備や技術・ コ ス ト の課7 

題に加え、 水平リ サイ ク ルに取り 組むこ と の意義やメ リ ッ ト へ8 

の理解が十分には浸透し ていない。 さ ら に、 排出事業者にと っ9 

ても 、 各再資源化事業者のリ サイ ク ル方法や、 その方法に応じ10 

た引き 渡し 可能な廃プラ ス チッ ク 性状などの条件に係る 情報が11 

不足し ている こ と が課題と なっている 。  12 

今後は、 水平リ サイ ク ルに取り 組む事業者を評価する 仕組み13 

の構築や、 動静脈連携の促進によ る イ ンセンティ ブ強化、 Ｄ Ｘ14 

を通じ た優良な事業者情報や取組事例の見える 化等を進め、 再15 

生プラ ス チッ ク の需要を見据えた取組全体の高度化等を図って16 

いく べき である 。  17 

■ 建設廃棄物プラ ス チッ ク の３ Ｒ 対策 18 

建設リ サイ ク ル法上、 廃プラ ス チッ ク は再資源化の義務付けがなく 、 品目・ 性状も 多様で、19 

特に解体時は汚れやほこ り などリ サイ ク ル阻害要因も 多いこ と などから 、 分別・ リ サイ ク ルの20 

導入は限定的である 。  21 

そう し た背景も あり 、 と り わけ限ら れた工期の中では、 工事関係者においてプラ ス チッ ク の22 

分別収集に取り 組む時間や人手・ ノ ウ ハウ が不足し ており 、 資源化の取組は十分と はいえな23 

い。  24 

今後は、 分別収集について技術的な助言を行う コ ーディ ネータ 派遣の取組を更に進め、 優良25 

なリ サイ ク ル事例の創出につなげる と と も に、 工事関係者や現場の技術者を対象に、 動画等を26 

活用し て、 プラ ス チッ ク の３ Ｒ に向けた啓発等を強化27 

し ていく べき である 。 ま た、 リ サイ ク ルを前提と し た28 

工期設定や、 よ り 長期的な視点で、 設計や発注等の上29 

流工程から 解体時の廃材３ Ｒ 等の下流工程ま でを意識30 

し た資材利用を奨励する など、 建築物のラ イ フサイ ク31 

ル全体を見据えた取組も 促進し ていく べき である 。   32 

プラ ス チッ ク マテリ アルフ ロ ー図（ 2023（ 令和５ ） 年）  

（ 一社） プラ ス チッ ク 循環利用協会資料  

解体現場の混合廃棄物 
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( 3)  その他プラ ス チッ ク 資源循環につながる 各種取組 1 

プラ ス チッ ク 資源循環の社会定着を図る 上では、 こ こ ま で整理し てき た施策に加え、 バイ オ2 

マス 資源活用や海洋汚染防止に向けた取組等も 含め、 関連施策を総合的に推進し ていく こ と が3 

重要である 。  4 

■ 持続可能なバイ オマス 資源利用の促進 5 

プラ ス チッ ク のリ デュ ース に向けては、 バイ オマス 資源の利用も 有効である 。 都は、 都庁舎6 

食堂での紙製テイ ク アウ ト 容器導入や、 ペッ ト ボト ルの代替と し て紙製ブリ ッ ク パッ ク を活用7 

する 実証事業等を進めてき た。  8 

今後は、 代替可能なも のから 紙や木等のバイ オマス 素材への転換を進める と と も に、 それで9 

も なお製品の耐久性等の性能を確保する 上で必要な場合には、 バイ オプラ ス チッ ク への切替え10 

を促進する こ と が重要である 。 ただし 、 バイ オマス 資源への切替えに当たっては、 新たな土地11 

利用変化を生じ さ せないこ と や、 植物の成長速度の関係など、 食料と の競合等の社会・ 環境問12 

題にも 配慮する 必要がある 。  13 

使い捨てが避けら れないプラ14 

ス チッ ク 製品について、 バイ オ15 

マス 資源への転換を促すため、16 

デリ バリ ーやＥ Ｃ での紙容器へ17 

の切替えなど を促進し ていく べ18 

き である 。 ま た、 「 東京都グリ19 

ーン購入ガイ ド 」 等も 活用し て20 

率先的に調達を推奨し 、 公共調21 

達から の需要を喚起し ていく べ22 

き である 。  23 

■ 法令ス キームを活用し た高度処理 24 

法整備が進み、 プラ ス チッ ク 資源循環法第 33 条に基づく 再商品化計画の大臣認定制度な25 

ど 、 新たな再資源化・ 再商品化のス キームの活用も 始ま り つつある 。 ま た、 都は、 2025 年度26 

から 高度な中間処理施設整備に対する 補助制度も 開始し たと こ ろである 。  27 

都内や首都圏近郊で、 高度選別や水28 

平リ サイ ク ルが可能な施設が限ら れて29 

いる こ と や、 受入可能な品目や性状等30 

に係る 情報不足も 相ま って、 排出者と31 

再資源化事業者等と のマッ チングが難32 

し いと いった課題がある 。 加えて、 法33 

令ス キーム活用に当たっての手続面の34 

煩雑さ も ハード ルの一つと なってい35 

る 。  36 

世界のバイ オプラ ス チッ ク 製造能力の見通し  

出典： 令和６ 年度バイ オプラ ス チッ ク 及び再生材利用の促進 
   に向けた調査・ 検討委託業務報告書（ 環境省）  

選別・ 圧縮・ 梱包等中間処理施設（ 都内）

№ 業者名 高度化 所在地 処理能力(t/日）

1 広陽サービ ス 光学選別 江東区新木場 48.24

2 首都圏環境美化センタ ー 風力選別 足立区入谷 16.9

水平リ サイ ク ル施設（ 関東近郊）

№ 業者名 高度化 所在地 処理能力(t/日)

1 エム・ エム・ プラ ス チッ ク ペレ ッ ト 化 千葉県富津市 (産)24(一)73

2 エコ ス ファ ク ト リ ー ペレ ッ ト 化 埼玉県本庄市児玉町 (産)88(一)120

3 TBM ペレ ッ ト 化 神奈川県横須賀市 109

4 グーン ペレ ッ ト 化 横浜市金沢区 12.7

5 プラ ニッ ク ペレ ッ ト 化 静岡県御前崎市 109

6 Jサーキュ ラ ーシス テム ペレ ッ ト 化 神奈川県川崎市 200

出典： 東京都環境局調べ 

■生分解性 

■非生分解性 
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今後、 プラ ス チッ ク の中間処理施設については、 新規整備のほか、 製品プラ ス チッ ク の一括1 

回収に対応する ための改造、 先進的な選別機器の実装化や運用改善等を含めた中間処理工程の2 

高度化・ 最適化を図っていく べき である 。 併せて、 再資源化事業者等によ る 受入方法やその性3 

状、 品目等の見える 化、 排出者と のマッ チング支援や手続面での伴走型支援を通じ て、 プラ ス4 

チッ ク 処理の高度化を促進し ていく べき である 。  5 

■ 海洋等への流出防止 6 

プラ ス チッ ク 海洋汚染対策への機運は世界的に高ま っている 。 都は、 TOKYO海ごみゼロ アク7 

ショ ンによ る 普及啓発や、 河川ごみモニタ リ ング調査、 島し ょ 部での漂着物対策等を進めてい8 

る 。  9 

都内に散乱し たごみがゆく ゆく は海洋等に流出し てし まう 恐れがある こ と から 、 都民一人ひ10 

と り がこ れを自分ごと と し てと ら え、 さ ら にはその問題認識を具体的なアク ショ ンへつなげて11 

いく こ と が重要である 。  12 

今後は、 海ごみに関する 情報プラ ッ ト フォ ーム機能を13 

強化し 、 関連する 団体等の取組や都民が参加でき る イ ベ14 

ント の紹介等を通じ 、 普及啓発と と も に取組に参画し や15 

すい環境づく り を進めていく べき である 。 加えて、 地域16 

団体や NPO、 企業等と も 連携し 、 地域清掃活動を行う 区17 

市町村の取組を更に後押し し ていく べき である 。18 

小笠原における 海岸ク リ ーンアッ プイ ベント  
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３  今後の施策展開に向けて 1 

2022 年 2 月から 3 月にかけて開催さ れた第 5 回国連環境総会再開セッ ショ ン（ UNEA5. 2） にお2 

いて、 海洋プラ ス チッ ク 汚染を始めと する プラ ス チッ ク 汚染対策に関する 法的拘束力のある 国際3 

文書（ 条約） について議論する ための政府間交渉委員会( I NC) を立ち上げる 決議が採択さ れた。  4 

I NCでは、 2022 年 11 月以降、 こ れま で 6 回の会合を開き 、 国際文書（ 条約） の策定に関連する5 

作業が進めら れている 。 現時点では合意には至っていないが、 今後、 再開会合を開催し 、 交渉を6 

継続する と さ れている 。  7 

条約交渉の進展状況にかかわら ず、 世界では人口増加等を背景に、 プラ ス チッ ク 生産量の増加8 

が見込ま れる 中、 限ら れた資源の持続可能な利用を実現する ためには、 ２ Ｒ の取組や水平リ サイ9 

ク ルによ る 再生樹脂の活用が今後ま すま す重要と なる 。 資源やエネルギーを大量に消費する 大都10 

市・ 東京の責務と し て、 都が果たすべき 役割は一層高ま っている 。  11 

都は今後と も 、 事業者や大学、 Ｎ Ｐ Ｏ 、 国や自治体等、 様々な主体と 一層連携を深めながら 、12 

都民一人ひと り の行動変容を着実に促進する こ と で、２ Ｒ を基調と し たラ イ フ ス タ イ ルの定着と 、13 

持続可能なプラ ス チッ ク 資源循環の実現を進めていく べき である 。  14 

 15 

 16 



東京都資源循環・ 廃棄物処理計画 改定ス ケジュ ール（ 予定） 
 

令和７ 年 

２ 月１ ２ 日   廃棄物審議会総会（ 第３ ０ 回）  

          計画部会（ 第１ 回）  

・ 計画改定の視点 

３ 月２ ７ 日   計画部会（ 第２ 回）  

・ 資源循環・ 廃棄物処理の現状、 課題 等 

４ 月２ ５ 日   計画部会（ 第３ 回）  

・ 関係団体から のヒ アリ ング 等 

６ 月６ 日    計画部会（ 第４ 回）  

・ 主要施策の方向性① 等 

７ 月１ １ 日   計画部会（ 第５ 回）  

・ 主要施策の方向性② 等 

７ 月２ ９ 日   計画部会（ 第６ 回）  

・ 主要施策の方向性③ 等 

８ 月２ ６ 日   計画部会（ 第７ 回）  

・ 政策目標・ 将来推計 等 

１ ０ 月９ 日    計画部会（ 第８ 回）  

・ 中間ま と め案 

１ ０ 月下旬    廃棄物審議会総会（ 第３ １ 回）  

・ 次期計画案（ 中間ま と め） の提出 

    パブリ ッ ク コ メ ント ・ 区市町村意見聴取 

 

 

令和８ 年 

１ 月頃   廃棄物審議会総会（ 第３ ２ 回）  

          ・ 答申 

３ 月下旬  新計画策定 

資料５  

・ 部会での審議（ １ 回程度）  

・ 最終ま と め案 


